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トップメッセージ 

近年、不動産ファンドの運用においても、気候変動問題をはじめとする環境課題への対応、

地域社会への貢献、内部統制の充実といった ESG への取り組みに対する、投資家を中心

としたステークホルダーからの関心は高まっています。さらには中長期的なリスクマネジメントや

新たな収益創出の機会を評価するベンチマークとしても捉えられるようになっています。 

 

当社はこれに対応すべく、「ESG に関する取り組み指針」に基づき、持続可能な社会の実

現に向けて ESG 課題を解決するサステナビリティ経営に力を入れてきました。2021 年には

「責任投資原則（PRI）」及び「21 世紀金融行動原則」への署名を行い、また、「TCFD

（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言」への賛同を表明し、「TCFD コンソーシア

ム」にも加入する等、サステナビリティ経営を加速させています。 

 

日本ロジスティクスファンド投資法人（JLF）の資産運用においては、「気候変動への対応」

を ESG に関わる重要課題（マテリアリティ）の一つとして位置づけ、2050 年度までに

scope1、2 における GHG（温室効果ガス）排出量のネットゼロ達成を目指しています。

加えて、ネットゼロ達成に向けた中期目標として、2030 年度までに GHG 排出量を 42％

削減（2021 年度比）する目標を掲げ、この目標がパリ協定に整合することを認定する中

小企業版 SBT 認定を取得しました。この目標の達成に向けた取り組みとして、2022 年度

は非化石証書を購入することで scope1、2 における GHG 排出量のネットゼロを実現しま

した。持続的なネットゼロに向けた取り組みの実施について今後も検討していく予定です。 

また、2022 年の GRESB リアルエステイト評価において、最高位となる 5 スターを獲得しま

した。さらに、MSCI ESG 格付で A を取得（2023 年 7 月末時点）しており、MSCI ジャ

パン ESG セレクト・リーダーズ指数の構成銘柄に選定される等、外部機関から高い評価を

得ています。 

 

引き続き ESG への取り組みを深化させ、資産運用業務を通じて持続可能な社会の実現

に貢献するとともに、投資主価値の持続的な向上を追求していきます。 

 

 

三井物産ロジスティクス・パートナーズ株式会社  

代表取締役社長 鈴木 靖一 
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編集方針 

三井物産ロジスティクス・パートナーズ株式会社（MLP）及び同社が運用する日本ロジス

ティクスファンド投資法人（JLF）では、ESG の課題に取り組むことが重要であるとの考えの

もと積極的に ESG への取り組みを行い、ウェブサイト等を通じてステークホルダーの皆さまに

開示しています。この度、MLP や JLF のウェブサイトなどで開示していた ESG 関連情報を一

元集約し、ESG の取り組みをより明確にお伝えすることを目的に、「Sustainability 

Report 2023」を発行しました。 

「Sustainability Report 2023」は、ESG に関心の高いステークホルダーにご参照いただく

レポートとして、GRI スタンダードと SASB（不動産業種）を参照して作成しています。 

今後も、Sustainability Report に対する皆さまからのご意見を参考にしながら、より充実

したレポートとなるよう改善を図り、ステークホルダーの皆さまとの対話に有効活用できるツー

ルとなれば幸いです。 

 

将来情報に関する留意事項 

本レポートにて開示されているデータや将来予測は、本レポートの発表日現在の判断や入

手している情報に基づくもので、既知および未知のリスクや不確実性およびその他の要素を

内包しており、これらの目標や予想の達成、および将来の業績を保証するものではありませ

ん。こうしたリスク、不確実性およびその他の要素には、JLF の最新の有価証券報告書等の

記載も含まれ、当社は、将来に関する記述のアップデートや修正を公表する義務を一切負

うものではありません。従いまして、本情報および資料の利用は、他の方法により入手された

情報とも照合確認し、利用者の判断によって行ってくださいますようお願いいたします。本資

料利用の結果生じたいかなる損害についても、当社は一切責任を負いません。 

 

  

発行月 2023 年 8 月 

対象期間 2022 年 4 月～2023 年 3 月の取り組みを中心に、 

当年度（2024 年 3 月期）の方針や活動についても一部報告します。 

更新頻度 年 1 回発行 

参照ガイドライン GRI スタンダード 

お問い合わせ先 03-3238-7171（代表） 
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概要 

投資法人 

投資法人名 日本ロジスティクスファンド投資法人 

（英文名 Japan Logistics Fund, Inc） 

代表者 
執行役員 関口 亮太 

所在地 〒101-0065 

東京都千代田区西神田三丁目 2 番 1 号 

事務連絡先 
三井物産ロジスティクス・パートナーズ株式会社 

メールアドレス 
jlf_ir@m-lp.net 

資産運用会社 

商号 三井物産ロジスティクス・パートナーズ株式会社 

(Mitsui & Co., Logistics Partners Ltd.) 

所在地 〒101-0065 

東京都千代田区西神田三丁目 2 番 1 号 

千代田ファーストビル南館 13 階 

設立 2004 年 7 月 13 日 

資本金 150 百万円 

株主 
三井物産アセットマネジメント・ホールディングス株式会社 70.0% 

三井住友信託銀行株式会社 20.0% 

ケネディクス株式会社 10.0% 

役員 
代表取締役社長： 鈴木 靖一 

取締役（常勤）： 関口 亮太／𠮷川 智司 

取締役（非常勤）： 萩野 保／冲中 秀仁／小山 充広 

監査役： 能登谷 淳 

免許・認可 
金融商品取引業： 関東財務局長（金商）第 400 号 

宅地建物取引業： 東京都知事（4）第 83559 号 

取引一任代理等： 国土交通大臣 認可第 27 号 

https://www.m-lp.net/
mailto:jlf_ir@m-lp.net
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JLF の仕組み 

 

① 資産運用委託契約 

② 物流不動産取得のサポートに関する協定書 

③ 物件取得における業務支援サービスに関する基本協定書 

④ 不動産等の仲介情報提供に関する基本協定書／開発型物件取得のサポートに関する協定書 

⑤ 一般事務委託契約／資産保管業務委託契約 

⑥ 投資主名簿等管理人委託契約／特別口座の管理に関する契約 

⑦ 財務代理契約 

⑧ 私募取扱及び投資法人債原簿に関する事務委託契約 
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資産運用会社の組織図 

三井物産アセットマネジメント・ホールディングス 

グループ体制 

 

資産運用会社の組織図 
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投資方針 
日本ロジスティクスファンド投資法人（JLF）は、日本初の物流 REIT として、資産運用会社である MLP の経済・物流動向を見極める専門的能力と物流現場での知識や経験を活用しつ

つ、中長期的に安定した収益の確保と投資主利益の最大化を目指します。 

投資対象 

主たる投資対象は物流施設の用途に供されている不動産とします。 

その他に、従たる投資対象として、データセンターその他の情報通信施設の用途に供されて

いる不動産、及び取得の時点では物流施設の用途に供されていないものの、将来的に物

流施設を建設し、又は、物流施設の用途に転用し若しくは建替えを行うことにより物流施

設としうる不動産（その他不動産）にも投資できるものとします。 

なお、物流施設の用途に供されている不動産及びその他不動産に係る中期的な投資比

率の目標は以下のとおりです。ただし、かかる目標数値は中長期的な数値であることから、

今後の資産取得の過程で当該数値どおりにならない期間もありえます。 

 

用途 用途別投資比率 

物流施設（主たる投資対象） 90%以上 

その他不動産（従たる投資対象） 10%以下 

投資地域 

経済変動及び地震等の特定地域に重大な影響を及ぼす事情による収益変動を抑制する

ため、ポートフォリオの地理的分散も考慮します。 

人口分布、域内総生産、消費地と生産地市場、港湾物流等の物流動向及びニーズを図

る指標を考慮し、各地域区分の中期的な投資比率の目標は以下のとおりです。ただし、か

かる目標数値は中長期的な数値であることから、今後の資産取得の過程で当該数値どお

りにならない期間もありえます。 

 

地域区分 投資比率 

首都圏 50～80％ 

近畿地域、中部地域、九州地域 20～40％ 

その他 5～10％ 

 

首都圏：東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県 

近畿地域：大阪府、京都府、兵庫県 

中部地域：愛知県、岐阜県、三重県 

九州地域：福岡県、佐賀県 

その他：上記以外の地域 
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サステナビリティ・マネジメント 

JLF の資産運用会社である MLP は、「ESG に関する取り組み指針」を制定しています。 

 

ESG に関する取り組み指針 

基本姿勢 

三井物産ロジスティクス・パートナーズ株式会社（以下、「MLP」といいます。）は、日本ロ

ジスティクスファンド投資法人（以下、「JLF」といいます。）の資産運用会社として、ESG

（Environment：環境、Social：社会、Governance：ガバナンス）への取り組みが

不動産投資運用業務における重要な課題であると認識しています。 

MLP は、環境や社会への取り組みについて、環境負荷の低減及び社内外の様々な主体と

の信頼関係の構築に配慮し、資産運用業務を通じてサステナブルな社会を実現すること及

び社会に貢献することを目指します。また、コーポレート・ガバナンスについて、コンプライアンス

の徹底、リスク管理体制の構築及び投資家等の関係者に対する適時・適切な情報開示に

努めます。 

MLP では「サステナビリティ方針」（以下、「本方針」ということがあります。）を制定するととも

に、「サステナビリティ推進連絡会」が ESG への取り組みを推進していきます。 

また、「ESG に関わる重要課題（マテリアリティ）」を特定し、「環境管理システム（EMS）」

を構築・運用することで ESG の推進を図ります。 

サステナビリティ方針 

MLP は環境負荷の低減、安全・安心、快適性の向上及び様々な主体との多様な連携・

協力に配慮した不動産投資運用業務を行うよう以下の「サステナビリティ方針」を制定して

います。 

1. 持続可能な環境への貢献 

運用物件の環境性能の向上という社会的使命に応え、運用物件が環境へ与える影響

の継続的削減や環境負荷を低減し、環境面での持続可能性に貢献します。 

① エネルギー利用の効率化と気候変動及びネットゼロへの対応 

不動産投資運用における効率的なエネルギー利用を推進するとともに、省エネル

ギー・創エネルギーに資する技術・設備等の導入・排出係数の低い電力への切り替

えを図る等を含めた CO2 排出削減に取り組みます。また、パリ協定に整合するネット

ゼロ目標を意識した気候変動への対応に努めます。 

② 水環境の保全 

節水への取り組みや節水型機器の導入等により水環境の保全に取り組みます。 

③ 省資源・廃棄物削減の推進 

3R（リデュース、リユース、リサイクル）による省資源・廃棄物削減の取り組みに努め

ます。 

④ 生物多様性への配慮 

生物多様性に配慮した植栽管理等を通じて、環境との共生に努め、自然調和型

社会の形成に寄与します。 

⑤ 建築資材の環境的な属性 

運用物件の修繕・バリューアップ工事を実施する際には、環境に配慮した建材の使

用を検討します。 

2. 人権の尊重と労働慣行への対応 

国際的な規範に則るとともに三井物産グループの人権方針を踏まえて、人権を尊重し、

人種、国籍、性別、障がい、宗教、年齢などを理由とするあらゆる差別、非人道的扱

いを容認せず、機会均等の保証に努めます。これらには結社の自由、団体交渉権、強

制労働や不当な低賃金労働、長時間労働の排除および児童労働の廃止が含まれま

すがこれらに限りません。 

また、生産的なディーセントワーク（働きがいのある人間らしい仕事）を得る機会の促
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進に努め、自由、公平、安全および人間の尊厳が存在する労働環境（慣行）に配

慮します。 

3. 働きやすく健康的な職場環境の構築と役職員教育への取り組み 

MLP は人材を最大の資産であると認識し、互いの個性の受け入れと尊重、機会の提

供の公平性の追求、個性が発揮できる組織づくり（ダイバーシティ、エクイティ、インク

ルージョン（DEI））を推進して個々の役職員がその能力を最大限発揮できるよう努

めます。また、ワークライフバランスへの配慮や、健康で働きやすい職場環境づくりに努め

るとともに、専門的教育や研修支援及び評価フィードバック体制の構築等による人材育

成の取り組みを進めます。 

また、本方針の実践のため、環境や社会への配慮に関する研修等の教育・啓発活動の

継続的な実施により、役職員の意識向上に努めます。 

4. 様々な主体との多様な連携・協力 

MLP では、テナント、プロパティ・マネジメント会社等の取引先及び地域コミュニティ等の

社外のステークホルダーとの対話を重視し、信頼関係の構築を図るとともに、ESG の取り

組みを推進していけるよう努めます。 

運用物件に入居するテナントの、健康・安全・快適性に配慮するとともに、公民連携に

よる防災訓練の実施や BCP（事業継続計画）への取組みを推進していきます。 

5. コンプライアンスの徹底、ガバナンス体制・リスク管理体制の構築 

① コンプライアンスの徹底 

取締役は、コンプライアンスを経営の最重要課題の１つとして認識したうえで業務執

行にあたり、自らコンプライアンスの推進に率先して取り組むとともに、役職員に対して

はその重要性を十分に認識させるように努めます。また、すべての役職員は、法令規

則等の遵守にとどまらず、高い倫理観を持ち、誠実かつ適切に業務を遂行するよう

努めます。 

② ガバナンス体制・リスク管理体制の構築 

業務上遵守すべき規程、規則、要領、マニュアルの整備や、ガバナンスを強化する社

内体制を整備し、意思決定の透明性向上や利益相反の回避等を図ると同時に、

業務遂行上の各種リスクの管理及び低減に努めます。 

6. 投資家等の関係者に対する情報開示と環境認証・評価の活用 

投資家及びテナント等の関係者に対し、本方針及び本方針に基づく取り組みの実施状

況等の積極的な開示に努めます。また、本方針に基づく取り組みの結果を具現化する

ために、環境認証・評価の活用を検討します。 

7. 本方針の見直し 

本方針の実効性を確保するために、社会情勢・意識の変化、技術の進展等の諸事情

を勘案し、本方針の見直しを行います。 

サステナビリティ推進体制 

1. サステナビリティ推進連絡会 

サステナビリティに関わる業務については、「サステナビリティ推進連絡会」が、「サステナビリ

ティ方針」に基づく ESG への対応を推進していきます。 

サステナビリティ推進連絡会は、代表取締役社長をサステナビリティ推進統括者とし、財

務企画部が運営・管理します。 

概ね 3 ヶ月に一度、定例会を代表取締役社長、各部担当役員、各部部長、各部担

当者が参加のうえ開催し、社会情勢や JLF の運用状況を踏まえながら、サステナビリティ

に関する方針や目標、各種取り組みの推進を行っています。 

2. ESG に関わる重要課題（マテリアリティ） 

JLF 及び MLP は、ESG に関する様々な課題の中で、不動産投資信託として取り組む

べき ESG の課題を抽出し、JLF が取り組むべき ESG に関わる重要課題（マテリアリ

ティ）を特定しています。それぞれのマテリアリティに対して、KPI（行動計画・目標）を

設定し、管理することで、ESG の取組みを深化させていきます。 

ESG に関わる重要課題（マテリアリティ）については、全体の管理を財務企画部担当

役員が行うとともに、各項目の担当部署（コンプライアンス・オフィサー、内部監査室長

を含む）を設定し、担当部署の担当役員（またはコンプライアンス・オフィサー、内部監

査室長）が中心となって KPI の設定・管理・推進を行い、代表取締役社長が決裁して

います。 
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① ESG に関わる重要課題（マテリアリティ）の特定プロセス 

 

 

 

② SDGs への対応 

JLF 及び MLP は ESG 重視の経営を一層推進するために、優先的に対応すべき重要

課題（マテリアリティ）を特定し、関連性の強い SDGs の目標を明確にしました。 

SDGs を含めた社会課題への対応を強化し、企業競争力の維持・向上を図るとともに、

サステナブルな社会の実現に貢献することを目指します。 
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③ JLF 及び MLP の ESG に関わる重要課題（マテリアリティ） 

項目 重要課題 方針・目標 中長期の KPI＊ 2023 年度 KPI SDGs 

E 

気

候

変

動

へ

の

対

応 

エネルギー 

消費量・CO2 

排出量の管理と 

削減 

効率的なエネルギー利用・省エネルギー・

創エネルギーに資する技術・設備等の 

導入・排出係数の低い電力への切り替え

を図る等を含めた CO2 排出削減に取り 

組みます 

 scope1.2 の GHG 排出量削減目標： 

– 2030 年度までに 42%削減 

（2021 年度比） 

– 2050 年度までにネットゼロ 

 75%以上のテナントに対し ESG 勉強会の

実施（毎年 1 回） 

 全 PM 会社への ESG 勉強会の実施 

（毎年 1 回） 

 75%以上のテナントに 

対し ESG 勉強会を１回

実施 

 全 PM 会社への ESG 

勉強会を１回実施 
 

環境 

コンプライアンス 

物件競争力の強化を図るため、高環境 

性能設備の導入を検討します 

グリーンビルディング認証等の環境認証・ 

評価の取得を継続的に推進します 

 2025 年度グリーンビルディング認証取得 

割合 90% 

 2023 年度グリーンビル

ディング認証取得割合

85% 
 

テナントとの環境

配慮における協働 

テナントと協働した環境貢献を目指して 

運用および設備改修の両面からグリーン

リースの導入を推進します 

 2025 年度グリーンリース契約対応率 70％ 

 75%以上のテナントと ESG に関する意見

交換の実施（毎年 1 回） 

 2023 年度グリーンリース

契約対応率 65％ 

 75%以上のテナントと

ESG に関する意見交換

を１回実施 
 

レジリエンス 

（事業継続性） 

災害によるポートフォリオ収益性毀損リスク

を低減するため災害の激甚化に対する 

レジリエンシー（強靭性）を高めるための

戦略を実施します 

また、気象パターンの変化に応じた物件の

計画的な修繕工事を実施します 

 事業継続性（BCP）に関する取り組みを

毎年検討、実施 

 事業継続性（BCP）に

係る取り組みを 1 件実施

（BCP に関する緊急 

工事業者一覧の整備を

実施予定）  

循環型経済への対応 
節水への取り組みや節水型機器の導入等

により水環境の保全に取り組みます 

 75%以上のテナントに対して ESG 啓蒙 

チラシを配布（毎年 1 回） 

 75%以上のテナントに 

対して ESG 啓蒙チラシを

配布 
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項目 重要課題 方針・目標 中長期の KPI＊ 2023 年度 KPI SDGs 

S 

ダイバーシティの尊重・ 

従業員の働きがい・ 

ウェルネス 

従業員一人ひとりが心身ともに健康で 

充実した社会生活を実感できる 

職場環境の醸成を推進します 

 2025 年度までに年間平均有休取得率

75％の達成 

 健康診断受診率（毎年 100％） 

 フィードバック面談の実施割合 

（毎年 100%） 

 ダイバーシティ・エクイティ・インクルージョン

（DEI）推進研修の実施（毎年 1 回） 

 健康診断受診率 100％ 

 フィードバック面談の実施

割合 100％ 

 ダイバーシティ・エクイティ・

インクルージョン（DEI）

推進研修を１回実施 

 

従業員のパフォーマンスと 

キャリア開発 

継続的な従業員研修の提供と資格奨励

による従業員の自己啓発促進を通じた 

人的資源の高度化を目指します 

 従業員の研修実施 

（毎年１人あたりの平均研修時間 15 時

間以上） 

 従業員の研修実施 

（１人あたりの平均研修

時間 15 時間以上） 
 

地域社会への貢献 

地域社会との信頼関係に基づく社会的 

操業許可を得ることが事業継続の重要 

課題と認識し地域社会への積極的な 

貢献を実施します 

 社会貢献活動の実施（毎年 1 回） 
 社会貢献活動を 1 回 

実施 

 

 

G 

ステークホルダーへの 

情報開示と対話 

ESG 関連等の非財務情報を含めた積極

的な情報開示とステークホルダーとの建設

的な対話を通じた信頼関係の構築 

 個人投資家向け IR の実施 

（毎年 6 回実施） 

 機関投資家 IR 260 件 

 個人投資家向け IR を 

6 回実施 
 

ガバナンスの強化 

研修の実施を通じたコンプライアンス意識の

向上と法令順守の徹底 

 コンプライアンス研修の実施 

（毎年受講率 100％、受講時間 6 時

間） 

 コンプライアンス研修の 

実施（受講率 100％、

受講時間 6 時間） 

 
高度なガバナンス体制の構築と公正な 

企業統治の実行 

 投資法人役員会の役員出席率 

（毎年の平均出席率 90％以上） 

 投資法人役員会の役員

出席率（平均出席率

90％以上） 

※ KPI の定量目標の数値については、毎年の見直しのタイミングで妥当性について検証を行い必要に応じて目標の向上等の修正を検討します。また、年度の定めがないものは 2030 年まで継続的な達成を目指すもの

とします。 
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3. 環境管理システム（EMS） 

ESG にかかわる重要課題（マテリアリティ）について、課題の改善に継続的に取り組む

ため、独自の環境管理システム（EMS）を構築・運用しています。 

MLP では、ESG に関わる重要課題（マテリアリティ）で定めた課題の改善に取り組むた

め、KPI を設定し進捗確認をしています。 

環境にかかるKPI について、消費エネルギー、温室効果ガス（GHG）排出量、水使用

量、廃棄物量の環境パフォーマンスデータを年度で物件毎に把握するとともに、独立した

保証業務実施機関からの ISAE3000（International Standard on Assurance 

Engagements／国際保証業務基準）に基づく第三者保証を得ています。正確な

データの把握と原因分析を行うことで、削減目標の達成を目指しています。 

環境パフォーマンスデータの他、マテリアリティの KPI の進捗についてモニタリングを行い、 

サステナビリティ推進連絡会、代表取締役社長、取締役会で年 1 回以上報告し、マテ

リアリティ・KPI の見直しを行うなど PDCA サイクルを実行しています。 

 

＜環境管理システム（EMS）推進図＞ 

資産運用会社（MLP） 

 

 

＜PDCA サイクル概念図＞ 
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昨年度マテリアリティの結果 

項目 重要課題 方針・目標 KPI 2022 年度結果報告 

E 

気

候

変

動

へ

の

対

応 

エネルギー消費量・CO2 

排出量の管理と削減 

効率的なエネルギー利用・省エネルギー・ 

創エネルギーに資する技術・設備等の導入・ 

排出係数の低い電力への切り替えを図る等を

含めた CO2 排出削減に取り組みます 

 scope1.2 の GHG 排出量削減目標： 

– 2030 年度までに 42%削減 

（2021 年度比） 

– 2050 年度までにネットゼロ 

 啓蒙ポスターの配布（75%以上の物件） 

 ESG 勉強会の実施 

（毎年 75%以上のテナント） 

 2022 年度は非化石証書購入により

scope1.2 の GHG 排出量ネットゼロを実現 

 入居全テナント（100％）に啓蒙資料を配布 

 入居全テナント（100％）に ESG 勉強会を

実施 

環境コンプライアンス 

物件競争力の強化を図るため、高環境性能

設備の導入を検討します 

グリーンビルディング認証等の環境認証・評価

の取得を継続的に推進します 

 2022 年度末時点のグリーンビルディング 

認証取得割合 75% 

 2025 年度末時点のグリーンビルディング 

認証取得割合 90% 

 2022 年度末時点のグリーンビルディング認証

取得割合 79.7% 

テナントとの環境配慮に 

おける協働 

テナントと協働した環境貢献を目指して運用 

および設備改修の両面からグリーンリースの 

導入を推進します 

 2022 年度末時点のグリーンリース契約 

対応率 50％ 

 2025 年度末時点のグリーンリース契約 

対応率 70％ 

 ESG に関するテナントとの意見交換 

（毎年 75%以上のテナント） 

 2022 年度末時点のグリーンリース契約対応

63.1％ 

 入居全テナント（100％）と ESG に関する 

意見交換を実施 

レジリエンス 

（事業継続性） 

災害によるポートフォリオ収益性毀損リスクを 

低減するため災害の激甚化に対するレジリエン

シー（強靭性）を高めるための戦略を実施し

ます 

また、気象パターンの変化に応じた物件の計画

的な修繕工事を実施します 

 BCP 運用に向けたツールの整備、関係 

各社との協力体制構築 

 PM、BM 会社の集約を実施 

 BCP に関する各種ツールを整備 

 緊急工事業者リストを整備し協力会社の 

手配力の向上 

循環型経済への対応 
節水への取り組みや節水型機器の導入等に

より水環境の保全に取り組みます 
 啓蒙ポスター、チラシの配布 

 入居全テナント（100％）に啓蒙ポスター、 

チラシを配布 
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項目 重要課題 方針・目標 KPI 2022 年度結果報告 

S 

ダイバーシティの尊重・従業員の 

働きがい・ウェルネス 

従業員一人ひとりが心身ともに健康で充実した

社会生活を実感できる職場環境の醸成を推

進します 

 有休平均取得日数 2025 年までに 

取得率 75％ 

 健康診断受診率（目標：100％） 

 フィードバック面談の実施割合（100%） 

 ダイバーシティ・エクイティ・インクルージョン

（DEI）推進研修の年 1 回実施 

（2030 年度まで継続達成を目指す） 

 有休平均取得率：83.0％ 

 健康診断受診率：100％ 

 フィードバック面談の実施割合：100％ 

 ダイバーシティ・エクイティ・インクルージョン

（DEI）推進研修を 1 回実施 

従業員のパフォーマンスと 

キャリア開発 

継続的な従業員研修の提供と資格奨励による

従業員の自己啓発促進を通じた人的資源の

高度化を目指します 

 従業員１人あたりの 

年間研修時間 15 時間以上 

（2030 年度まで継続達成を目指す） 

 研修平均受講時間 17 時間／人 

地域社会への貢献 

地域社会との信頼関係に基づく社会的操業 

許可を得ることが事業継続の重要課題と認識

し地域社会への積極的な貢献を実施します 

 年 1 回以上の社会貢献の実施  物件周辺の清掃活動を実施 

 

G 

ステークホルダーへの 

情報開示と対話 

ESG 関連等の非財務情報を含めた積極的な

情報開示とステークホルダーとの建設的な対話

を通じた信頼関係の構築 

 機関投資家 IR230 件（2022 年度） 

 個人投資家向け IR：平均 6 回／年実施

（2030 年度まで継続達成を目指す） 

 機関投資家 IR：289 件 

 個人投資家 IR：9 件 

ガバナンスの強化 

研修の実施を通じたコンプライアンス意識の 

向上と法令順守の徹底 

コンプライアンス研修（2022 年度） 

 受講率：100％ 

 受講時間：6 時間／年 

コンプライアンス研修 

 受講率：100％ 

 受講時間：6 時間／年 

高度なガバナンス体制の構築と公正な企業 

統治の実行 

投資法人役員会の役員出席率 

 年間平均 90％以上 

（2030 年度まで継続達成を目指す） 

 投資法人役員会役員出席率 97.1% 

 



 

18 
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外部認証取得方針 
JLF は、ESG に関する取り組みを積極的に推進しています。 

その活動に対する客観的な評価や認証を得ることが重要であると考え、認証を取得しています。 

GRESB への参加 

GRESB とは 

GRESB は、不動産会社・ファンドの環境・社会・ガバナンス（ESG）配慮を測る年次のベ

ンチマーク評価及びそれを運営する組織の名称であり、責任投資原則（PRI）を主導した

欧州の主要年金基金グループを中心に 2009 年に創設されました。投資先の選定や投資

先との対話に GRESB データを活用する投資家メンバーは、現在 170 機関（運用資産額

（AUM）は 51 兆米ドル超（1 米ドル 145 円換算で、7,395 兆円））に上り、日本で

も、年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）をはじめ、複数の機関が GRESB 評

価結果を利用しています。2022 年に実施された GRESB リアルエステイト評価には、世界

で 1,820 の上場・非上場の不動産会社・ファンドが参加しました。 

GRESB に関する詳細は、GRESB のウェブサイト（https://gresb.com/）をご参照くだ

さい。 

 

GRESB リアルエステイト評価の結果について 

2022 年 GRESB リアルエステイト評価において、JLF は、総合スコアのグローバル順位によ

り 5 段階で格付される GRESB レーティングにおいて、最高位の「5 スター」を取得しました。

また、ESG 推進のための方針や組織体制などを評価する「マネジメント・コンポーネント」と保

有物件での環境パフォーマンスやテナントとの取り組み等を評価する「パフォーマンス・コンポー

ネント」の双方において優れた参加者であることを示す「グリーンスター」の評価を 5 年連続で

獲得しました。 

さらに、ESG 情報開示の充実度を測る GRESB 開示評価においても、ESG 情報開示の

取組が高く評価され、最上位の「A レベル」の評価を取得しました。 

 

MSCI ESG 格付 評価結果 

MSCI ESG 格付は、企業が ESG に関するリスクと機会をどの程度適切に管理しているかを

調査、分析、格付けし、「AAA」から「CCC」までの 7 段階の総合的な企業 ESG 格付を提

供しています。 

JLF は「A」を獲得しています（2023 年 7 月末時点）。 

 

  

https://gresb.com/
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MSCI ジャパン ESG セレクト・リーダーズ指数への組み入れ 

MSCI ジャパン ESG セレクト・リーダーズ指数は、MSCI 社が MSCI ジャパン IMI 指数の構

成銘柄の中から、ESG に優れた企業を選別して構成される指数です。日本の年金積立金

管理運用独立行政法人（GPIF）が運用を行う際のベンチマークとしても採用されています。 

JLF は、MSCI 社が作成・公表する、MSCI ジャパン ESG セレクト・リーダーズ指数に組み

入れられています。 

 

免責事項 

JLF の MSCI 指数への組み入れや、MSCI 社のロゴ・商標・サービスマークおよびインデックス

名を本サイト内で使用することは、MSCI 社または関連会社による JLF のスポンサーシップ、

保証、または宣伝を意図するものではありません。MSCI 指数は、MSCI 社の独占的財産

であり、MSCI、MSCI インデックスおよびロゴは、MSCI 社または関連会社の商標・サービス

マークです。
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イニシアティブへの賛同

責任投資原則（PRI）への署名 

JLF の資産運用会社である MLP は、PRI の基本的な考え方に賛同し、2021 年 8 月に

署名機関となりました。 

 

※ 責任投資原則（PRI）：2006 年にコフィ・アナン国連事務総長（当時）により金融業界に対して

提唱された投資原則です。PRI では、以下のとおり、投資を通じて ESG についての責任を果たす際に

必要とされる 6 つの原則が明示されています。 

<PRI の要旨> 

1. 私たちは、投資分析と意志決定のプロセスに ESG の課題を組み込みます 

2. 私たちは、活動的な所有者となり、所有方針と所有慣習に ESG 問題を組み入れます 

3. 私たちは、投資対象の主体に対して ESG の課題について適切な開示を求めます 

4. 私たちは、資産運用業界において本原則が受け入れられ、実行に移されるよう働きかけ

を行います 

5. 私たちは、本原則を実行する際の効果を高めるために、協働します 

6. 私たちは、本原則の実行に関する活動状況や進捗状況に関して報告します 

SBT 認定の取得 

JLF は、2030 年度までの温室効果ガス排出量の削減目標を策定し、これらの目標が、 

パリ協定に準じて「世界の気温上昇を産業革命前より 2℃を十分に下回る水準に抑え、 

また 1.5℃に抑えることを目指す」ための科学的な根拠に基づくものであるとして、国際機関

SBT イニシアティブによる「SBT（Science-Based Targets）」認定を 2022 年に取得し

ました。 

 

 

認定内容 

項目 対象範囲 基準年度 目標年度 目標 

GHG 排出量 
（scope1+2） 

全物件 2021 2030 総排出量を 42％削減 

GHG 排出量 
（scope3） 

全物件 2021 2030 総排出量を算定し削減 
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21 世紀金融行動原則への署名 

MLP は、「21 世紀金融行動原則」の基本的な考え方に賛同し、2021 年 7 月に署名機

関となりました。 

 
※ 21 世紀金融行動原則：「21 世紀金融行動原則」は、持続可能な社会の形成のために必要な責任

と役割を果たしたいと考える金融機関の行動指針として、2011 年 10 月に幅広い金融機関で構成さ

れる起草委員会によってまとめられました。 

＜7 つの原則＞ 

1. 自らが果たすべき責任と役割を認識し、予防的アプローチの視点も踏まえ、それぞれの

事業を通じ持続可能な社会の形成に向けた最善の取組みを推進する。 

2. 環境産業に代表される「持続可能な社会の形成に寄与する産業」の発展と競争力の

向上に資する金融商品・サービスの開発・提供を通じ、持続可能なグローバル社会の形

成に貢献する。 

3. 地域の振興と持続可能性の向上の視点に立ち、中小企業などの環境配慮や市民の

環境意識の向上、災害への備えやコミュニティ活動をサポートする。 

4. 持続可能な社会の形成には、多様なステークホルダーが連携することが重要と認識し、

かかる取組みに自ら参画するだけでなく主体的な役割を担うよう努める。 

5. 環境関連法規の遵守にとどまらず、省資源・省エネルギー等の環境負荷の軽減に積極

的に取り組み、サプライヤーにも働き掛けるように努める。 

6. 社会の持続可能性を高める活動が経営的な課題であると認識するとともに、取組みの

情報開示に努める。 

7. 上記の取組みを日常業務において積極的に実践するために、環境や社会の問題に対

する自社の役職員の意識向上を図る。 
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ESG データ集 

1. 環境パフォーマンス実績 

項目 単位 2021 年度 2022 年度 増減（2021 年度比） 増減（2021 年度比） 

一次エネルギー総消費量 MWh 64,894 64,231 -663 -1.02% 

うち電気使用量 MWh 3,514 3,681 +168 +4.77% 

うち燃料使用量 MWh 61,381 60,550 -831 -1.35% 

うち再生可能エネルギー自家消費量 MWh 163 376 +213 +130.93% 

うち再エネ由来電力の活用（買電） MWh 0 649 +649 - 

一次エネルギー消費原単位（*1） MWh/㎡ 0.046 0.043 -0.003 -5.69% 

参考）非化石証書購入 MWh 0 1,740 +1,740 - 

 

項目 単位 2021 年度 2022 年度 増減（2021 年度比） 増減（2021 年度比） 

温室効果ガス排出量（*2） t-CO2 29,192 27,958 -1,234 -4.22% 

温室効果ガス排出原単位（*1） t-CO2/㎡ 0.021 0.019 -0.002 -8.75% 

scope1 t-CO2 0 0 0 - 

scope2 t-CO2 792 753 -39 -4.92% 

非化石証書購入 t-CO2 0 753 +753 - 

温室効果ガス排出量：非化石証書控除後 t-CO2 792 0 -792 - 

 

scope3 t-CO2 28,400 27,205 -1,195 -4.20% 

非化石証書購入（*3） t-CO2 0 10 +10 - 

温室効果ガス排出量：非化石証書控除後 t-CO2 28,400 27,195 -1,205 -4.24% 
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項目 単位 2021 年度 2022 年度 増減（2021 年度比） 増減（2021 年度比） 

水総消費量 ㎡ 121,673 125,986 +4,313 +3.54% 

うち上水消費量 ㎡ 119,513 123,430 +3,917 +3.27% 

うち中水消費量 ㎡ 2,160 2,557 +397 +18.36% 

水消費原単位（*1） ㎥/㎡ 0.086 0.085 -0.001 -1.34% 

 

項目 単位 2021 年度 2022 年度 増減（2021 年度比） 増減（2021 年度比） 

廃棄物総重量 t 9,218 10,166 +948 +10.28% 

うちリサイクル量 t 7,200 8,373 +1,173 +16.28% 

リサイクル率 % 78.1 82.4 +4.3 +5.50% 

 

項目 単位 2021 年度 2022 年度 

対象物件数（*4） 件 51 52 

対象床面積（*5） ㎡ 1,459,991 1,501,960 

ポートフォリオカバー率（*6） ％ 100 100 

*1 消費量・排出量は稼働率を考慮した建築基準法上の延床面積で除した数値。 

*2 地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）に基づき算定。 

排出係数は特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量の算定に関する省令に定める実績排出係数を毎年確認し適用。scope3 はカテゴリー13 を集計。 

*3 2022 年度に購入した非化石証書分は 762t-CO2 ですが scope1、scope2 の控除に優先的に使用し、余りがある場合には scope3 を控除しています。 

*4 年度内に取得・売却した物件も含む。 

*5 対象物件に係る持分考慮後の建築基準法上の延床面積の合計。 

*6 持分考慮後の建築基準法上の延床面積で算出。 

*7 各年の数値は持分に応じて算出されています。 

*8 各年の数値は「環境情報（詳細）PDF」のクライテリアに記載の内容に基づき算出されています。 

※ 上記表「環境パフォーマンス実績」のもととなる下記の「環境情報（詳細）」について、第三者機関（EY 新日本有限責任監査法人）による限定的保証を受けています。 

 環境情報（詳細）PDF 

第三者保証報告書 

 

https://8967.jp/assets/file/environment_report_ja.pdf
https://8967.jp/assets/file/independent_assurance_report_ja.pdf


2023 サステナビリティレポート 
       

 サステナビリティ・マネジメント 認証の取得等 環境への取り組み 社会への取り組み コーポレートガバナンス グリーンファイナンス 
 

25 

2. グリーンビルディング認証取得状況 

グリーンビルディング認証取得割合（2023 年 7 月 31 日時点） 

認証種別 物件数 
建築基準法上の 
延床面積 (㎡) 

ポートフォリオ 
面積割合 

CASBEE 不動産評価認証 36 1,078,553.03 71.8% 

BELS 認証 16 520,615.27 34.7% 

CASBEE 建築（新築）評価認証 1 41,968.06 2.8% 
 

グリーンビルディング認証取得割合 41 1,196,687.83 79.7％ 

※ 複数の認証を取得している物件があるため各認証種別の数値を合計しても「グリーンビルディング 

認証取得割合」の数値とは一致しません。 

CASBEE 不動産評価認証取得物件一覧 

評価 物件名 

S 
M-11 八千代物流センター 

M-37 藤沢物流センター 

A 

M-4 新木場物流センター 

M-5 浦安千鳥物流センター 

M-6 船橋西浦物流センター 

M-9 習志野物流センター 

M-12 横浜福浦物流センター 

M-13 八千代物流センターⅡ 

M-17 習志野物流センターⅡ 

M-18 市川物流センターⅡ 

M-19 草加物流センター 

M-21 柏物流センター 

M-22 武蔵村山物流センター 

評価 物件名 

A 

M-24 新子安物流センター 

M-25 三郷物流センター 

M-26 相模原物流センター 

M-27 千葉北物流センター 

M-28 千葉北物流センターⅡ 

M-29 浦安千鳥物流センターⅢ 

M-31 新木場物流センターⅡ 

M-32 横浜町田物流センター 

M-34 白井物流センター 

M-35 戸田物流センター 

M-38 羽生物流センター 

M-39 埼玉騎西物流センター 

M-40 加須物流センター 

M-42 板橋物流センター 

T-3 清須物流センター 

T-7 福岡箱崎ふ頭物流センター 

T-9 福岡香椎浜物流センター 

T-10 春日井物流センター 

B+ 

M-14 浦安千鳥物流センターⅡ 

M-20 辰巳物流センター 

M-36 市川物流センターⅢ 

T-5 小牧物流センター 

T-6 小牧物流センターⅡ 
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BELS 認証取得物件一覧 

評価 物件名 

5 つ星『ZEB』 M-41 久喜物流センター 

5 つ星 

ZEB Ready 

M-2 浦安物流センター 

M-6 船橋西浦物流センター 

M-11 八千代物流センター 

M-13 八千代物流センターⅡ 

M-17 習志野物流センターⅡ 

M-19 草加物流センター 

M-21 柏物流センター 

M-22 武蔵村山物流センター 

M-27 千葉北物流センター 

M-30 座間物流センター 

M-34 白井物流センター 

T-6 小牧物流センターⅡ 

T-12 愛西物流センター 

5 つ星 
M-15 市川物流センター 

T-7 福岡箱崎ふ頭物流センター 

CASBEE 建築（新築）評価認証取得物件一覧 

評価 物件名 

A M-2 浦安物流センター 

3. 資産運用会社（MLP）の従業員の状況 

項目 2022 年度 

役職員合計 35 人 

正社員の割合 100% 

男性 24 人 

女性 11 人 

女性役職員比率 31% 

平均勤続年数 5.9 年 

退職者数 0 人 

退職者の比率 0% 

管理職数 5 人 

男性管理職の数 4 人 

女性管理職の数 1 人 

障害を持つ従業員の割合 0% 

外国籍従業員の割合 0% 

海外生活経験者の割合 9.7% 

 

健康診断受診率 100% 

有給休暇取得率 83.0% 
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環境への取り組み 
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施設内緑化対応物件の割合 

環境パフォーマンスデータカバー率の割合 

LED 化率 

テナントへの ESG 啓蒙活動 

グリーンビルディング認証の概要 

CASBEE 不動産評価認証 

BELS 認証 

CASBEE 建築（新築）評価認証 
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気候変動

気候変動に対する JLF の認識 

近年では猛暑や大雨などの極端気象が多く発生するようになったため、気候変動はますます

環境・社会、人々の生活や企業活動に大きな影響を及ぼすこととなっています。 

気候変動に関する最新の科学的知見についてとりまとめた報告書である「気候変動に関す

る政府間パネル第 6 次評価報告書（IPCC AR6）」によれば、極端気象の要因ともなる

気候の温暖化が進んでおり、人間の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてきたことに

は疑う余地がなく、広範囲にわたる急速な変化が、大気、海洋、雪氷圏及び生物圏に起き

ているとされています。 

2015 年パリ協定に代表される温室効果ガス削減の枠組みが加速し、気候変動への取り

組みは国・政府だけではなく、民間セクターが果たす社会的な責任として期待されています。 

パリ協定においては、地球の平均気温の上昇を 2℃より十分下方に抑えるとともに、1.5℃

に抑える努力を追求することなどを目的としており、この目的を達成するため、今世紀後半に

人為的な温室効果ガスの排出と吸収のバランスを達成することを目指しています。また、

COP27 においては「緩和作業計画」に 1.5℃目標達成の重要性が盛り込まれ、各国が目

標達成に向けた取り組みを強化することとなりました。こうしたことは、今後数十年にわたる社

会経済活動の方向性を根本的に変える可能性を有しています。 

パリ協定の下、世界全体での今世紀後半の脱炭素社会に向けて世界各国は動き出して

います。日本を含む世界の主要国は、世界全体での今世紀後半の脱炭素社会の鍵となる

省エネルギーの徹底や再生可能エネルギーの大幅な拡大を進めると同時に、地球温暖化

対策と経済成長の両立を模索しています。国内外の有力企業は、気候変動をビジネスに

とってのリスクと認識しながら、ビジネスチャンスとも捉え、様々な先導的な取組を進めていま

す。 

こうした認識のもと、JLF 及び MLP は、温室効果ガスの排出削減等の取組みを通じた低炭

素社会の移行に貢献するとともに、気候変動に伴う自然災害等への適応に取り組んでいき

ます。 

JLF 及び MLP は、JLF が取り組むべき ESG に関わる重要課題（マテリアリティ）を特定し

ており、その中で「気候変動への対応」を認識しています。 

気候変動への対応については、TCFD 提言に基づき、詳細に分析し戦略を策定しています。 

 

主な目標（KPI） 

scope1.2 の GHG 排出量削減目標： 

 2030 年度までに 42%削減（2021 年度比） 

 2050 年度までにネットゼロ 

TCFD 賛同表明（および TCFD コンソーシアムへの参加） 

気候変動に関する方針や取り組み内容に関する情報開示の拡充を通じて、投資主をはじ

めとするステークホルダーの皆様との対話を促進し、協働しながら継続的な改善を図ることを

目的として、JLF が資産運用を委託する MLP は、2021 年 7 月に TCFD 提言への賛同

を表明し、国内賛同企業による組織である「TCFD コンソーシアム」に参加しています。 

TCFD は、金融安定理事会（FSB）により、気候関連の情報開示及び金融機関の対応

をどのように行うかを検討する目的で設立された「気候関連財務情報開示タスクフォース」で

す。気候変動を世界経済にとって深刻なリスクとし、企業等に対して「ガバナンス」「戦略」

「指標と目標」「リスク管理」について把握・開示を推奨する提言を公表しています。 

また、TCFD コンソーシアムは、TCFD 賛同企業や金融機関等が一体となって取組みを推

進し、企業の効果的な情報開示や、開示された情報を金融機関等の適切な投資判断に

繋げるための取組みについて議論する目的で設立された組織です。 

JLF 及び MLP は同提言に基づく気候変動に係るリスク管理や取り組みを推進し、情報開

示していきます。 

推進・監督体制「サステナビリティ推進体制」の「環境管理システム（EMS）」に記載のとお

り、ESG の取組みについてサステナビリティ推進連絡会、資産運用会社の代表取締役社長

及び取締役会へ報告し、議論を行っており、「気候変動」への取り組みも「環境管理システ

ム（EMS）」の中で運営・管理しています。 
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ガバナンス 

JLF の資産運用会社である MLP では、「ESG に関する取り組み指針」を定め、気候変動

を含むサステナビリティ推進活動に関する事項を定めています。「サステナビリティ推進連絡会」

では代表取締役社長をサステナビリティ推進統括者とし、財務企画部が運営・管理します。 

概ね 3 ヶ月に一度、定例会を代表取締役社長、各部担当役員、各部部長、各部担当

者が参加のうえ開催し、社会情勢や本投資法人の運用状況を踏まえながら、サステナビリ

ティに関する方針や目標、各種取り組みの推進を行っています。 

また、「サステナビリティ推進連絡会」では ESG に関わる重要課題（マテリアリティ）の特定、

KPI（行動計画・目標）の設定、管理をしており、取締役会への報告を行っています。 

 

「サステナビリティ推進連絡会」の概要を含むサステナビリティ（気候変動への対応を含みま

す。）に関する推進体制は、「サステナビリティ・マネジメント」をご参照ください。 

戦略 

JLF 及び MLP では気候変動に伴うリスクと機会の特定、シナリオによる分析を行える体制を

構築し、年に１度リスクと機会の見直しを行っていきます。また、その際、気候変動の進行に

伴う不確実性をビジネス戦略に考慮するため、1.5℃上昇シナリオ下と 4℃上昇シナリオ下

に分けて行いました。 

 

JLF が 2023 年 3 月に実施したシナリオ分析の詳細は以下の通りです。 

 

＜シナリオ分析の対象範囲＞ 

JLF が保有する全物件を対象としました。 

＜参照したシナリオ＞ 

 公表機関・組織 1.5℃シナリオ 4℃シナリオ 

移行 

リスク 

IEA 

（国際エネルギー機関） 

IEA World Energy 

Outlook2022 NZE 

IEA World Energy 

Outlook2022 

STEPS 

物理的 

リスク 

IPCC 

（国際気候変動に 

関する政府間パネル） 

IPCC 第 6 次報告書 

SSP1-1.9 

IPCC 第 6 次報告書

SSP5-8.5 

<JLF 及び MLP がシナリオを元に考える世界観> 

【1.5℃シナリオ】 

1.5℃シナリオは、脱炭素社会を実現するための厳しい規制及び税制等が実施されることで、

温室効果ガスの排出量が削減傾向となり、産業革命前の水準からの気温上昇が 1.5℃と

なるシナリオ。 

CO2 排出の抑制を目的とし、日本においても高額な炭素税の導入により、保有物件から

排出されるCO2への課税や、省エネ基準等の環境規制の強化により、その対応にかかる改

修等、運用コストの増加が想定される。また、規制の強化は、テナントの物件選択に影響を

与えることが想定され、競合物件との比較において省エネ性の低い物件需要の減少も予見

される。加えて、そのような物件を多く保有している場合には、投資家やレンダーからの資金

調達コストが増加する恐れがある。一方、気候変動による災害の激甚化や増加が一定程

度抑制されるなど、物理的リスクは相対的に低いと推測。 

【4℃シナリオ】 

4℃シナリオは、気候変動対策のための厳しい規制及び税制等が実施されず、温室効果ガ

スの排出量が増加を続け産業革命前の水準からの気温上昇 4℃程度まで上昇するシナリ

オ。自然災害の激甚化、海面上昇や異常気象の増加による保有物件の修繕費の増加や

平均気温の上昇による水道光熱費の増加等が想定されるなど、物理的リスクは高まり、

BCP 対応が優れた製品・サービスの競争力は高まる。一方、政府による規制強化がなされ

ないなど、移行リスクは低いと推測。 
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世界観イメージ 
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<気候関連リスク・機会と対応策> 

 不動産運用における関連 

（ドライバー） 

当ファンドへの財務的な影響 

（JLF の課題） 
時間軸 

リスク管理、対応策、取組み 

（戦略：機会／方針） 
KPI／目標 

財務的影響 

4℃/1.5℃ 

移
行
リ
ス
ク 

政策と法 

 エネルギー規制（報告義

務含む）の強化 

 炭素税（カーボンプライシ

ング）導入の可能性 

 報告に対応するための設備導入、

外部業者への支払など事業経費

の増加 

 再エネの導入、改修工事等将来

の規制対応コスト増大 

 物件の GHG 排出量に対する税

負担の増加 

中期 

 エネルギー規制対応に向けて、テナント

／PM 会社とのエンゲージメントを強化 

 GHG 排出量削減を目指して、省エネ・ 

創エネ対応／電力切り替え等の検討 

 scope1.2 の GHG 排出量削減目標： 

– 2030 年度までに 42%削減 

（2021 年度比） 

– 2050 年度までにネットゼロ 

 75%以上のテナントに対し ESG 勉強会の 

実施（毎年 1 回） 

 全 PM 会社への ESG 勉強会の実施 

（毎年 1 回） 

小 大 

テクノロジー 

 再エネ・省エネ技術の 

進化・普及への対応の 

遅れ及びそれに伴う物件

競争力の低下 

 賃料価格の相対的な見劣りや 

空室率上昇による賃料収入の 

減少 

中期 
 物件競争力の強化を図るため、高環

境性能設備の導入を検討 
 外部認証取得を活用した省エネ施策の検討 小 大 

市場 

 環境性能の低い施設への

テナント需要及び資産価

値の低下 

 環境性能の低い施設での賃料 

下落、空室率の増加による賃料 

収入の減少、NOI の悪化／資産

価値の低下 

短期 

 テナントと協働した環境貢献を目指して 

運用および設備改修の両面からグリー

ンリースの導入を推進 

 2023 年度末時点のグリーンリース契約対応

率 65％ 

 2025 年度末時点のグリーンリース契約対応

率 70％ 

 75%以上のテナントと ESG に関する意見 

交換の実施（毎年 1 回） 

中 大 

評判 

 気候変動リスク未対応の

市場参加者の調達条件

悪化 

 気候リスクによる資金調達コストの 

増加 
短期 

 ESG 投資を重視する機関投資家に 

よる投資機会増を企図して、グリーン

ファイナンス等を検討 

 2023 年度末時点のグリーンビルディング認証

取得割合 85% 

 2025 年度末時点のグリーンビルディング認証

取得割合 90% 

中 大 

物
理
的
リ
ス
ク 

急性 
 激甚化する台風・洪水被

害リスク 

 修繕費・保険料の増加 

 建物滅失・毀損による賃料機会 

損失の増加 

短期 
 物件競争力の向上のため BCP 対応を 

強化 
 事業継続性に係る取り組みを 1 件実施 大 中 

慢性 

 気象パターンの変化や 

海面上昇等による被害 

リスク 

 大規模改修費用の発生 

 空調の運転負荷増大に伴うメンテ

ナンス・修繕費用の増加 

中期 

 物件競争力の向上のため気象パターン

の変化に応じた物件の計画的な修繕

工事の実施 

同上 中 中 
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＜分析結果＞シナリオ分析を踏まえた戦略・取り組み（機会内容含む） 

1.5℃シナリオでは、物件の環境性能向上に対する投資を実施しない場合、市場からの評

判が低下し、テナント退去等資産運用へのインパクトが大きくなるリスクがあることから、既存

の電力契約の切り替えに加え、グリーン電力証書購入など、あらゆる再生可能エネルギーの

調達方法を検討します。また、省エネルギーや創エネルギー対応など、エネルギーの高効率

化を目指します。 

 

一方、4℃シナリオにおいては、異常気象の激甚化により災害対応力の高い不動産が競争

力を有すると推測されますが、JLF が保有する物件は災害対策・安全面で競争力を有して

いると考えており、引き続き現状の取り組みを継続するとともに、さらに高いレベルでの対応を

実施することで、市場での競争力維持・向上を図り事業のレジリエンスを高めていきます。 

リスク管理 

JLF および JLF が資産の運用を委託する MLP において、気候関連リスクについて、「地球

温暖化対策に関するリスク」として認識しており、代表取締役社長を中心とするサステナビリ

ティ推進連絡会において、気候関連リスクの特定およびそのリスク管理方法等について議論

しています。 

運用資産の新規取得にあたっては、デューデリジェンスプロセスのなかで、気候関連リスクに対

する各種調査を踏まえたうえで、投資委員会の審議を経て取締役会にて投資判断を行っ

ています。具体的には、対象物件の洪水・冠水の可能性につき、各種ハザードマップによる

浸水レベル等を調査しています。また、取得後はサステナビリティ推進連絡会において、気候

変動リスクを含むサステナビリティに関連したリスク全般の管理、モニタリングを実施しています。 

MLP では、取締役会が統括するリスク管理規程に基づき、各部毎に年に一度、各業務に

おけるリスクの洗い出し・モニタリング・評価を行っており、適宜その状況が取締役会へ報告さ

れています。気候関連リスクにおいても各部における業務に応じてリスク項目が選定・評価さ

れており、必要に応じてリスク軽減策を検討することとなっております。 

 

目標と指標 

リスクの軽減または機会の実現に向けた取り組みに当たっては、可能な場合、KPI（重要

指標）を定義し、その管理のためにモニタリングおよび目標設定を行います。それ以外でも、

気候変動への適応と緩和に向け、必要と思われる KPI の追加を検討してまいります。 

KPI として定めている GHG 排出量に関する目標、実績推移は以下の通りです。 

 

GHG 排出削減目標 

scope1.2 の GHG 排出量削減目標： 

 2030 年度までに 42%削減（2021 年度比） 

 2050 年度までにネットゼロ 
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GHG 排出量実績 

項目 単位 2021 年度 2022 年度 増減（2021 年度比） 増減（2021 年度比） 

温室効果ガス排出量（*1） t-CO2 29,192 27,958 -1,234 -4.22% 

温室効果ガス排出原単位（*2） t-CO2/㎡ 0.021 0.019 -0.002 -8.75% 

scope1 t-CO2 0 0 0 - 

scope2 t-CO2 792 753 -39 -4.92% 

非化石証書購入 t-CO2 0 753 +753 - 

温室効果ガス排出量：非化石証書控除後 t-CO2 792 0 -792 - 

 

scope3 t-CO2 28,400 27,205 -1,195 -4.20% 

非化石証書購入（*3） t-CO2 0 10 +10 - 

温室効果ガス排出量：非化石証書控除後 t-CO2 28,400 27,181 -1,219 -4.29% 

*1 地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）に基づき算定。排出係数は特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量の算定に関する省令に定める実績排出係数を毎年確認し適用。 

scope3 はカテゴリー13 を集計。 

*2 排出量は稼働率を考慮した建築基準法上の延床面積で除した数値。 

*3 2022 年度に購入した非化石証書分は 762t-CO2 ですが scope1、scope2 の控除に優先的に使用し、余りがある場合には scope3 を控除しています。 

*4 各年の数値は持分に応じて算出されています。 

 

移行リスクへの対応 

省エネルギー対応 

既存の照明を LED 照明に置き換えることにより、省エネルギー化や、照明の長寿命化に取

り組んでいます。置き換えにあたっては、想定される削減電気使用量を事前にテナントと確

認しており、電気料金削減効果の一部を JLF が賃料として収受する契約を締結している事

例もあります。JLF は保有物件の LED 化を推進していく方針であり、2025 年度までに

80％の LED 化を目指し、取得時よりも環境性能を高める取り組みを推進していきます。 

① 各種照明器具の LED 化（2023 年 1 月 31 日時点） 

LED 化面積 
2023 年 1 月期実施工事による 

年間削減効果 

1,280,852 ㎡（ポートフォリオの 80.1%） 445,288kWh 

 

   

 事務所  倉庫内  倉庫内 
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② 空調設備の更新 

エネルギー効率が高い最新の空調設備に更新することで、省エネルギー化に取り組んで

います。（2022 年 8 月 1 日～2023 年 7 月 31 日の実績） 

更新台数 

36 台（保有物件設置台数の 6.5％） 
 

   

創エネルギー対応 

太陽光パネルの設置 

施設の屋上に太陽光パネルを設置し、再生可能エネルギーを利用して発電しています。 

（2022 年度実績） 

設置物件数 年間発電量 

11 物件 5,876,871kWh 
 

  

グリーンリース 

テナントとの ESG の取り組み・グリーンリースの締結 

JLF が保有する物件で省エネを実現するためにはテナントの皆様の協力が必要不可欠です。 

JLF では、環境への取り組みについてテナントの皆様と協働しています。具体的な取り組み

は、エネルギー及び水の消費量に関する情報のテナントとの共有、省エネルギー、節水、ごみ

の分別・削減、アイドリングストップ等の呼びかけを行っております。 

また、保有物件の一部（横浜町田物流センター）では、物流施設内に専用のタブレットを

設置し、太陽光パネルによる発電量の見える化に取り組むことで、テナント企業の環境への

意識向上を促しています。 

また、建物所有者とテナント双方での環境配慮を推進することを定めるグリーンリースも一部

テナントと締結しています。 

グリーンリース実施割合（2023 年 3 月 31 日時点） 

テナント数 ポートフォリオ面積割合 

45 64.1% 

テナント向け ESG 勉強会実施割合（2023 年 3 月 31 日時点） 

テナント数 ポートフォリオ面積割合 

79 100% 

物理的リスクへの対応 

施設緑化（ヒートアイランド現象の緩和） 

植物には CO2 吸収源や気温低減の効果があり、ヒートアイランド現象の緩和に重要な役

割を担っています。 

施設内緑化は、コンクリート構造物から発生する顕熱の減少、植物の蒸散作用等の効果

で、大気の温度上昇の抑制に寄与し、ヒートアイランドの緩和に役立つと言われています。 

気候変動への適応に関する取り組みの一環として、緑化の推進を行っています。物流施設

の敷地内や建物の屋上を積極的に緑化しています。 

浸水対策 

台風やゲリラ豪雨時の浸水対策として、開発/再開発時に敷地のかさ上げを行うことで施設

内への雨水の侵入防止策を図っています。 

また高圧受電設備（キュービクル）の架台を高くすることで浸水を避け、施設内の電気系

統トラブルの発生を防ぐなどの対策を行っています。 
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災害対応及び建物の安全性 

資産運用会社（MLP）では、災害発生時の被害拡大の未然防止及び災害発生時の早

期復旧を図るための取り組みを推進しています。 

JLF 及び MLP では、物件の取得時にエンジニアリング・レポートを取得し、建物の遵法性、

安全性にかかる診断を実施しております。また、保有物件についても定期的に継続エンジニ

アリング・レポートを取得し、建物の安全性の維持に努めています。 

また、MLP では、事業継続計画を制定し、災害発生時の被害拡大を未然に防止するとと

もに、災害発生時における事業継続の確保と通常業務体制への早期復旧を図るため、必

要な社内体制を確立しています。併せて、災害発生時に迅速に保有物件の状況を確認す

るため、プロパティ・マネージャーを含めた連絡・確認体制を整備しています。 

その他、一部物件において、停電時に使用できる自家発電設備の設置や、自家発電及び

井水を利用し災害時でも使用できるトイレの設置をしています。 

 

 

資源循環（節水・廃棄物量削減・生物多様性の保全・土壌汚染対策） 

節水 

＜水資源に関する環境認識と基本方針＞ 

水資源及びその持続可能な利用は、JLFの事業活動及びその持続可能性においても必要

不可欠な要素であると認識しています。こうした認識のもと、JLF は、事業活動のなかで適

切な量の利用を徹底するとともに、利用効率の改善、消費量の削減に取り組みます。 

① トイレ設備の節水化 

 

節水効率が改善された最新のトイレ設備・ 

水栓に更新することで、節水に取り組んでいます。 

② 節水機器の導入 
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生物多様性の保全 

＜屋上緑化、壁面緑化、緑地帯の設定、在来種の保護＞ 

JLF は、施設（屋上、壁面）の緑化、緑地帯の設定を積極的に実施し、温度上昇（ヒートア

イランド現象）の抑制と地域景観の確保を図っています。また、在来樹種を活用した緑地とする

ことで、生物多様性の保全に貢献しています。 

  

 

廃棄物管理 

保有物件から排出される廃棄物量を最小限化する取り組みを推進し、廃棄物の発生量を

モニタリングし、適切な管理を行っています。 

また、JLF が保有する物件では、施設利用者にゴミの分別、リサイクルの推進を積極的に呼

びかけております。 

土壌汚染対策 

保有物件については、取得時に土壌汚染の調査を行っております。 

また、協同企業との開発物件においても、土壌汚染等の問題のある土地に対して対策を

行ったことを確認したうえで、物件の開発を行っています。 

例えば、首都圏エリアでのパートナー企業との協同開発においては、当該開発用地が工場

跡地であったことから工場で使用していたと想定される化学物質が土壌から検出されました。

人体への影響等は軽微であるものの法令で定める基準を超えていたため、土地の売主が化

学物質を除去し第三者機関・自治体の確認・了承を得たことを確認したうえで物件の開発

を行っています。 

遊休地となった場合、土壌汚染が滞留したままになるところ、JLF がパートナー企業と物流

施設の開発を行うことで地域の環境改善に貢献しています。 
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保有資産のグリーン化方針（グリーンビルディング認証の取得、施設のグリーン化） 

JLF は、気候変動に代表される環境課題の解決が JLF の持続的な事業活動とその実現に向けた事業戦略において重要な経営課題であると認識しています。こうした認識のもと、JLF は、

低環境負荷物件への投資（開発・再開発を含む）と、保有物件の運用における環境・省エネルギー対策等を通じたエネルギー利用の効率化に取組み、低環境負荷ポートフォリオの構築

を目指しています。また、取組みを推進させるため、グリーンビルディング認証の取得割合をはじめ、環境配慮を意識した投資（開発・再開発を含む）・運用のための KPI を設定しています。 

 

目標（KPI） 

グリーンビルディング認証の取得 

保有物件のグリーンビルディング認証取得割合（建築基準法上の延床面積ベース）につ

いては、以下を目指します。 

 2023 年度までに 85％まで向上  

 2025 年度までに 90％まで向上  

なお、保有物件のグリーンビルディング認証取得割合（建築基準法上の延床面積ベース）

については、以下の通りです。 

グリーンビルディング認証取得割合（2023 年 7 月 31 日時点） 

認証種別 物件数 
建築基準法上の 
延床面積 (㎡) 

ポートフォリオ 
面積割合 

CASBEE 不動産評価認証 36 1,078,553.03 71.8% 

BELS 認証 16 520,615.27 34.7% 

CASBEE 建築（新築）評価認証 1 41,968.06 2.8% 
 

グリーンビルディング認証取得割合 41 1,196,687.83 79.7％ 

※ 複数の認証を取得している物件があるため各認証種別の数値を合計しても「グリーンビルディング認証

取得割合」の数値とは一致しません。 

 

グリーンフィールド開発におけるグリーンビルディング認証の取得 

JLF では自ら保有物件の再開発（OBR）のほか、事業パートナーと協同して物流施設の

開発を行っています。グリーンフィールド等の未利用地での開発を行うこともあるため、環境へ

の配慮を企図して再開発・開発を行った物件についてはグリーンビルディング認証を取得する

方針です。 

グリーンビルディング研修と資格取得 

CASBEE 評価員の有資格者が MLP に在籍しているほか、担当部署の従業員に対する勉

強会を実施しており、グリーンビルディング認証に関する知識を深めています。 

施設内緑化対応物件の割合 

保有物件の敷地緑化に対応している物件の割合は 100％であり、2030 年度までの中長

期目標として引き続き 100％を維持していきます。 

環境パフォーマンスデータカバー率の割合 

環境パフォーマンスデータのカバー率は 100％であり、2030 年度までの中長期目標として

引き続き 100％を維持していきます。 

LED 化率 

JLF は保有物件の LED 化を推進していく方針であり、2025 年度までに 80％以上を目指

し、取得時よりも環境性能を高める取り組みを推進し省エネルギー対応を進めていきます。 
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テナントへの ESG 啓蒙活動 

環境負荷軽減において JLF が保有する物流施設を使用するテナントの協力は不可欠と考

えています。テナントが環境への配慮を意識して電気・水使用、廃棄物処理を行うことで保

有物件の環境負荷軽減の取り組みが一層推進できると JLF では考えています。 

具体的な取り組みとして、環境配慮に関するちらし・パンフレットの配布や、ESG 勉強会を

JLF の運用会社である MLP 職員がテナントに対して実施しています。 

MLP では 2030 年度までの中長期目標として毎年 75％のテナントに対してパンフレットの

配布、ESG 勉強会の実施をすることを目標としています。 

グリーンビルディング認証の概要 

CASBEE 不動産評価認証 

CASBEE 不動産評価認証とは 

CASBEE は、国土交通省の主導のもと、日本で開発・普及が進められている建築物の総

合的な環境性能を評価するシステムです。CASBEE 不動産評価認証は CASBEE-不動

産で評価された建築物について、その評価内容を審査し、的確であることを第三者機関が

認証する制度で、評価は 4 段階（S ランク：★★★★★～B ランク：★★）で表示され

ます。CASBEE 評価認証の内容等については以下をご参照ください。 

 CASBEE 評価認証に関するウェブサイト： 

(https://www.ibec.or.jp/CASBEE/certification/certification.html) 

CASBEE 不動産評価認証取得物件一覧 

評価 物件名 

S 
M-11 八千代物流センター 

M-37 藤沢物流センター 

A 

M-4 新木場物流センター 

M-5 浦安千鳥物流センター 

M-6 船橋西浦物流センター 

M-9 習志野物流センター 

M-12 横浜福浦物流センター 

評価 物件名 

A 

M-13 八千代物流センターⅡ 

M-17 習志野物流センターⅡ 

M-18 市川物流センターⅡ 

M-19 草加物流センター 

M-21 柏物流センター 

M-22 武蔵村山物流センター 

M-24 新子安物流センター 

M-25 三郷物流センター 

M-26 相模原物流センター 

M-27 千葉北物流センター 

M-28 千葉北物流センターⅡ 

M-29 浦安千鳥物流センターⅢ 

M-31 新木場物流センターⅡ 

M-32 横浜町田物流センター 

M-34 白井物流センター 

M-35 戸田物流センター 

M-38 羽生物流センター 

M-39 埼玉騎西物流センター 

M-40 加須物流センター 

M-42 板橋物流センター 

T-3 清須物流センター 

T-7 福岡箱崎ふ頭物流センター 

T-9 福岡香椎浜物流センター 

T-10 春日井物流センター 

B+ 

M-14 浦安千鳥物流センターⅡ 

M-20 辰巳物流センター 

M-36 市川物流センターⅢ 

T-5 小牧物流センター 

T-6 小牧物流センターⅡ 

https://www.ibec.or.jp/CASBEE/certification/certification.html
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BELS 認証 

BELS 認証とは 

BELS 認証とは、建築物の省エネルギー性能を表示する第三者認証制度です。2016 年

4 月より、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（建築物省エネ法）におい

て、不動産事業者等は建築物の省エネ性能を表示するように努めることが求められています。

具体的な表示方法は、建築物の省エネ性能表示のガイドラインに定められており、BELS

認証は同ガイドラインに基づいて評価され、その評価は 5 段階（★～★★★★★）で表

示されます。 

ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）とは、快適な室内環境を保ちながら、高断熱化・日

射遮蔽、自然エネルギー利用、効率の高い設備により、できる限りの省エネルギーに努め、

太陽光発電等によりエネルギーを創ることで、年間で消費する建築物のエネルギー量が大幅

に削減され、エネルギー収支ゼロを目指した建築物です。BELS 認証の評価制度において、

その評価は『ZEB』、Nearly ZEB、ZEB Ready、ZEB Oriented の 4 段階で表示され 

ます。 

 

なお、BELS 認証及び ZEB の詳細等については、以下をご参照ください。 

 BELS 認証制度に関する運営サイト 

(https://www.hyoukakyoukai.or.jp/bels/bels.html) 

 環境省 ZEB PORTAL サイト 

(http://www.env.go.jp/earth/zeb/detail/01.html) 

BELS 認証取得物件一覧 

評価 物件名 

5 つ星『ZEB』 M-41 久喜物流センター 

5 つ星 

ZEB Ready 

M-2 浦安物流センター 

M-6 船橋西浦物流センター 

M-11 八千代物流センター 

M-13 八千代物流センターⅡ 

M-17 習志野物流センターⅡ 

M-19 草加物流センター 

M-21 柏物流センター 

M-22 武蔵村山物流センター 

M-27 千葉北物流センター 

M-30 座間物流センター 

M-34 白井物流センター 

T-6 小牧物流センターⅡ 

T-12 愛西物流センター 

5 つ星 
M-15 市川物流センター 

T-7 福岡箱崎ふ頭物流センター 

https://www.hyoukakyoukai.or.jp/bels/bels.html
http://www.env.go.jp/earth/zeb/detail/01.html
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CASBEE 建築（新築）評価認証 

CASBEE 建築（新築）評価認証とは 

建物の環境性能を評価し格付けするもので、省エネや省資源・リサイクル性能といった環境

負荷削減の側面に加え、室内の快適性や景観への配慮も含めた建築物の環境性能を総

合的に評価するシステムです。 

CASBEE 建築（新築）評価認証取得物件 

再開発後の浦安物流センター、再開発後の八千代物流センター、市川物流センターII 及

び横浜町田物流センターにおいて、CASBEE 建築（新築）評価認証 A ランクを取得して

います（なお、八千代、市川Ⅱ及び横浜町田について、取得日から 5 年が経過したため現

在有効期限切れとなっています。）。 

 
浦安物流センター 

 

   
八千代物流センター 市川物流センターII 横浜町田物流センター 
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社会への取り組み 
 

 目次 

ステークホルダーとのコミュニケーション 

人権の尊重 

ダイバーシティ・エクイティ・インクルージョン（DEI）の推進 

働きがいのある職場環境 

1. 役職員満足度調査の実施 

資産運用会社（MLP）における優秀な人材の育成 

1. 資格取得支援 

2. 研修の実施 

3. 適正なパフォーマンス評価、フィードバックプロセス 

従業員の健康と快適性に関する取り組み（well-being） 

1. ワークライフ・バランスの実践 

2. 健康への配慮と福利厚生の充実 

3. 従業員の相談窓口（ホットライン）の設置 

4. 投資口累積投資制度（「累投」） 

人材パイプライン開発戦略 

地域社会・テナントへの取組み 

地域社会貢献への取り組み 

1. 災害対応及び建物の安全性 

2. 地域活性化への取り組み 

3. 地域コミュニティとのつながり 

テナント満足度向上への取組み 

1. テナント満足度調査の実施 

2. 利用者の安全性・快適性・健康への配慮 

プロパティ・マネージャーとの ESG への取り組み 
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ステークホルダーとのコミュニケーション（ステークホルダー・エンゲージメント） 
JLF のステークホルダーは、投資主をはじめレンダー・社債権者、保有物件におけるテナントや PM（Property Management 会社）・BM（Building Management 会社）・エンジニ

アなどのサービスプロバイダー、さらには周辺地域社会や行政まで多岐にわたります。多種多様なステークホルダーと長期にわたる関係性を構築し、サステナブルな運用を継続していきます。 

ステークホルダー JLF との関係 ESG への取組み・エンゲージメント 

従業員 

（資産運用会社（MLP）） 
企業競争力の源泉となる多様な人材が活躍する職場環境の形成 

 人材育成プログラムの充実 

 快適な職場環境とワークライフ・バランスの推進 

 人権と多様性を尊重し合う職場風土の形成 

テナント・PM・BM・建設会社等 

安全、快適性、利便性に配慮したテナントにとって魅力的な環境の整備を

通じた競争優位性の確保 

ESG に関する価値観の共有と協働を通じた保有物件における競争優位

性の維持 

 省エネ、温室効果ガス（GHG）排出量削減への取組み 

 創エネ（太陽光発電システムの導入等） 

 節水への取組み 

 廃棄物の分別、削減、リサイクルへの取組み 

 定期的な ESG 勉強会・意見交換の実施 

 テナント満足度調査の実施 

地域社会 地域コミュニティにとって魅力的な環境の整備を通じた競争優位性の確保 

 地域美化活動の取組み 

 防犯対策 

 地域住民の健康と快適性への取組み 

投資主・レンダー・社債権者 信頼関係に基づく安定した資金調達と中長期的な投資主価値の向上 

 建設的な対話への取組み 

 決算説明会・IR の実施 

 ウェブサイト等を通じた財務情報・非財務情報の提供 

行政 都市づくりの協働 

 物件開発・保有・管理を通じた政策への協力 

 施設内緑化の取組み 

 土壌汚染への取組み 

 CASBEE の取得 

 行政の進める街づくりへの参画 
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人権の尊重 
MLP は、三井物産人権方針を踏まえ、全役職員が生き生きと活躍でき、成長につながる職場環境の醸成に寄与するため、あらゆるハラスメントを含む人権侵害行為を生まないよう努めると

共に、三井物産のホットラインに登録することで万が一社内外でのトラブル・ハラスメント等の問題が発生した際には、担当弁護士に匿名による通報・相談をすることが可能になっています。 

三井物産人権方針はこちら 

 

ダイバーシティ・エクイティ・インクルージョン（DEI）の推進 
MLP においては社員一人ひとりの個性と多様性を尊重し、自由闊達な風土を守り育てるためダイバーシティ・エクイティ・インクルージョン（DEI）の推進を図っており、三井物産グループの一

員として三井物産グループ行動指針に則り、互いの個性の受け入れと尊重、機会の提供の公平性の追求、個性が発揮できる組織づくり（ダイバーシティ、エクイティ、インクルージョン

（DEI））を意識した様々な取り組みを推進しています。 

「三井物産グループ行動指針—With Integrity」はこちら 

 

働きがいのある職場環境 
MLP は人材を最大の資産であると認識し、個々の役職員がその能力を最大限発揮できるよう、働きやすく健康な職場環境づくりに努めるとともに、専門的教育や研修支援等による人材育

成の取り組みを進めます。 

また、本指針の実践のため、環境や社会への配慮に関する研修等の教育・啓発活動の継続的な実施により、役職員の意識向上に努めます。 

 

1. 従業員満足度調査の実施 

JLF の資産運用会社（MLP）では、毎年、全従業員（正社員及び契約社員等を含

む）に対して従業員満足度調査を行っています。 

仕事内容から職場環境（健康と福祉）に至る役職員の認識を把握するとともに、調

査結果を役職員の能力発揮を促す施策立案・実施に繋げるべく従業員懇談会の実

施・代表取締役社長からのフィードバックを行うことで、毎年総合満足度の平均点数が

3.5 点以上になるよう努めています。 

従業員満足度調査実績（第三者機関による調査） 

実施年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 

回答率 100% 100% 100% 

総合満足度* 4.15 3.82 3.78 

* 5 段階評価による総合満足度の平均点数 

https://www.mitsui.com/jp/ja/sustainability/social/human_rights/index.html
https://www.mitsui.com/jp/ja/sustainability/governance/compliance/index.html#anc1
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＜2021 年度従業員満足度調査結果を踏まえたフィードバック＞ 

 従業員満足度調査の結果から「人事評価制度」、「教育訓練」を重視している従

業員が多いことを把握 

 各内容の満足度の高い内容の維持と、満足度が足りていない項目の改善を行う

べく、ESG のマテリアリティは引き続き「従業員の働きがい・ウェルネス」、「従業員の

パフォーマンスとキャリア開発」に設定し、KPI に「フィードバック面談」を追加するとと

もに研修受講時間の数値目標を新たに設定 

＜2022 年度従業員満足度調査結果を踏まえたフィードバック＞ 

 従業員満足度調査の結果から「上司からの評価」、「人事評価制度」の項目を重

視している従業員が多いことを把握 

 各内容の満足度の高い内容の維持と、満足度が足りていない項目の改善を行う

べく、ESG のマテリアリティに「ダイバーシティの尊重・従業員の働きがい・ウェルネス」、

「従業員のパフォーマンスとキャリア開発」を設定し、引き続き KPI に「フィードバック

面談」と研修受講時間の数値目標を設定 

資産運用会社（M LP）における優秀な人材の育成 

1. 資格取得支援 

役職員個々人のスキルアップのために、全役職員（正社員及び契約社員等を含む）

を対象として資格取得補助制度を用意しています。 

資格取得補助制度の概要と実績 

（2023 年 3 月末時点） 

 資格と保有者数   

 不動産証券化協会認定マスター 14 名  

 宅地建物取引士 21 名  

 証券アナリスト 2 名  

 CASBEE 不動産評価員 2 名  

 ビル経営管理士 4 名  

 不動産鑑定士 1 名  

 一級建築士 2 名  

 二級建築士 1 名  

 簿記 1 級 1 名  

 簿記 2 級 10 名  

 簿記 3 級 7 名  

補助対象者 

全役職員（正社員に限らず、契約社員も含みます。） 

補助内容 

受講料、受験料、登録料の全額 

 

 2022 年度 

資格補助対象者数 14 名 

資格補助金額 173,300 円 
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2. 研修の実施 

MLP では、全役職員（正社員及び契約社員等を含む）を対象として人材育成のた

めの研修、コンプライアンスに関する研修を定期的に行っています。 

スポンサーである三井物産の人材育成プログラムに基づき、全役職員（正社員及び契

約社員等を含む）を対象として、コンプライアンス・法令研修、ESG 研修、不動産研修、

ビジネススキルアップ研修、管理職・リーダーシップ研修、ダイバーシティ・エクイティ・インク

ルージョン（DEI）推進研修等の実施や外部セミナー等の参加を呼びかけ、役職員の

人材育成に努めています。 

三井物産人材育成プログラムはこちら 

主な内容 

<コンプライアンス・法令研修> 

情報管理／利害関係者取引／金融規制の理解と対応／反社会的勢力／内部者

取引規制／法定帳簿・法定交付書面／金融商品取引業者等に対する証券検査に

おける主な指摘事項などについて CO の勉強会や社外講師を招いての勉強会を実施し

ています。 

<ESG 研修> 

ESG にかかる世の中の情勢や投資家の関心、JLF が対応すべきことについて、社内での

勉強会・意見交換を実施するほか、外部講師を招いた勉強会の実施するほか、外部セ

ミナーへの参加を促しています。 

<不動産研修> 

外部講師を招いて不動産マーケットの状況などについて、定期的に研修を実施し、不動

産投資運用に必要な知識・市場動向の情報など専門性を高めるプログラムを実施して

います。 

<ビジネススキルアップ研修> 

三井物産の能力開発プログラムや外部のセミナー・研修への参加を促し、論理的思考/

ファイナンス/プレゼンテーション等のビジネススキルが向上する機会を提供しています。 

<管理職・リーダーシップ研修> 

三井物産の人材育成プログラムの１つで、中堅社員・管理職候補者だけでなく、経営

層や管理職層の人材育成のための研修プログラムや人材管理プログラムを整え、それぞ

れの立場でのマネジメント・リーダーシップについて習得する機会を提供しています。 

<ダイバーシティ・エクイティ・インクルージョン（DEI）推進研修> 

ダイバーシティ・エクイティ・インクルージョン（DEI）推進の重要性を理解し、社員一人

ひとりの個性と多様性を活かす組織作りを目指すための研修の機会を提供しています。 

※ 2022 年度は三井物産グループが実施する研修機会の提供を行いました。 

<研修実績> 

 2022 年度 

従業員１人当たりの平均研修時間 17 時間 

研修受講人数 35 人 

研修補助費用 420,000 円 

 

 2022 年度 

 平均研修時間 平均参加人数 研修数 

コンプライアンス・法令研修 1 時間  35 人 （100％） 6 

ESG 研修 1.5 時間  35 人 （100％） 2 

不動産研修 1 時間  19 人 （56%） 9 

管理職・リーダーシップ研修 11 時間  3 人 （9%） 2 

DEI 推進研修 1.5 時間  35 人 （100％） 1 

3. 適正なパフォーマンス評価、フィードバックプロセス 

MLP では、毎年全従業員（正社員及び契約社員等を含む）と上司が目標設定とフィー

ドバック面談を行い、上司・部下間で意思疎通を図る機会を設けることで評価の透明性を

確保しています。具体的には、期初に目標設定・活動の方向性を確認する面談を実施す

https://www.mitsui.com/jp/ja/sustainability/social/rearing/index.html#anc3
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るとともに、中間フィードバック面談、期末のフィードバック面談を行っています。期初の面談で

は全従業員（正社員及び契約社員等を含む）が上司と期初に目指す目標や対応すべき

課題等活動の方向性を確認します。期中の中間フィードバック面談では、上司と目標の再

確認と進捗状況の確認を行い、課題の解決方法や目標達成のプロセスを明確化します。

期末に実施するフィードバック面談では、目標、プロセスに対する達成度の確認や評価結果

の根拠、今後の課題についてフィードバックを実施しています。なお、評価方法について、業

績評価と能力評価から成り立っており、業績評価では定量目標及び定性目標を設定し、

達成度を評価します。能力評価では、各バンド（等級）に応じて求められる能力に対し、

その能力が発揮されたかを基準に評価しています。また、各役職員の評価においては、３回

の評価検討を実施することで評価内容の公平・公正さも確保できる評価体制を構築してお

ります。 

 

パフォーマンス評価・フィードバック体制 

 

 

人事面談実施割合 

 2022 年度 

フィードバック面談実施率 100％ 

目標設定面談実施率 100％ 

※ 直接雇用従業員を対象に実施しています（正社員に限らず、契約社員も含みます）。 

 

従業員の健康と快適性に関する取り組み（well-being） 

1. ワークライフ・バランスの実践 

資産運用会社（MLP）では、制度の充実を図ることで、ダイバーシティ・エクイティ・イン

クルージョン（DEI）の推進に繋がると考えています。役職員一人ひとりが様々なライフ

スタイルに合わせていきいきと働き続けられるよう、育児・介護休業制度や柔軟な勤務

制度の充実などワークライフ・バランスに配慮した制度及び支援の拡充に取り組んでいま

す。 

<育児との両立支援> 

全役職員（正社員に限らず、契約社員も含みます。）を対象に育児休業制度を導

入しており、2014 年度より法定基準を上回る制度を整えています。性別に関わらず役

職員が育児に積極的に参加できるような職場環境を整備しており、仕事と家庭の両立

支援制度の拡充を推進します。 

 出産付添休暇制度：3 日間まで取得可能 

 産前産後休業及び育児休業中の給与：産前産後休業期間及び育児休業開始

後 8 週間まで給与支給 

<特別有給休暇制度> 

役職員のモチベーション向上及び日常生活の充実のため、特別有給休暇制度を導入

しています。 

 アニバーサリー休暇（年 1 日） 

 ボランティア休暇（年 5 日） 

 永年勤続（10 年・15 年・20 年）慰労休暇の付与及び永年勤続慰労金支給 

 長期傷病休暇（最大 40 日）失効年次有給休暇を積立て、長期傷病休暇時 

取得可能 

<柔軟な勤務制度> 

全役職員（正社員に限らず、契約社員も含みます。）を対象に、時差出勤制度及び

時間単位年次有給休暇制度を導入しています。本制度の活用により、役職員個々人

のライフスタイルに合わせた仕事と生活の調和の実現を目指しています。また、各部門に

て一人一人の業務量を把握し、無理のない働き方に配慮した結果、ノー残業デーを設
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定しなくても役職員が業務を調整し必要な時に定時で終業できる環境が整っています。 

<テレワーク制度の導入> 

2020 年の第 1 回緊急事態宣言をきっかけに臨時のテレワーク制度を導入し、その後コ

ロナ禍の緊急時対応としてテレワーク制度を継続していました。 

導入から 1 年半が経過した際に通常時と変わることなく役職員が能力を発揮して業務

を行うことができるとの判断から、2021 年 12 月に全面的なテレワークへ移行しました。 

テレワーク制度の導入により MLP の役職員ひとりひとりが働く場所にとらわれず活躍でき

るようになると考えています。 

2. 健康への配慮と福利厚生の充実 

MLP では、全役職員（正社員に限らず、契約社員も含みます。）を対象に健康への

配慮と福利厚生の充実を目的として以下の取り組みを実施しています。 

安全衛生面での取り組みにおいて、健康診断の実施、人間ドックにかかる費用の一部

補助を行うなど、役職員が健康状態を良好に保つためのサポートを行っています。 

また、福利厚生については社会保険制度の完備に加えて、企業型確定拠出年金制度

の導入等を行っています。 

 

資産運用会社（MLP）役職員状況 

項目 2022 年度 

役職員合計 35 人 

正社員の割合 100% 

男性 24 人 

女性 11 人 

女性役職員比率 31% 

平均勤続年数 5.9 年 

退職者数 0 人 

退職者の比率 0% 

管理職数 5 人 

男性管理職の数 4 人 

女性管理職の数 1 人 

障害を持つ従業員の割合 0% 

外国籍従業員の割合 0% 

海外生活経験者の割合 9.7% 
 

健康診断受診率 100% 

有給休暇取得率 82.9% 

育児休業取得者数 

 2022 年度 

男性 0 人 

女性 0 人 
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特別有給休暇制度利用割合 

 2022 年度 

アニバーサリー休暇 72％ 

ボランティア休暇 0％ 

永年勤続慰労休暇 0％ 

* 2022 年度の永年勤続慰労休暇対象者数は 1 名 

3. 従業員の相談窓口（ホットライン）の設置 

社内外でのトラブル・ハラスメント等の問題が発生した際に、担当弁護士に匿名による

通報・相談が可能なホットラインを設置しています。 

4. 投資口累積投資制度（「累投」） 

MLP の従業員（正社員及び有期雇用の非正規社員を含む。）及び役員が証券会

社の累積投資制度を利用して JLF の投資口を取得できる制度を設けています。従業

員等の福利厚生及び中長期的な財産形成のサポート、JLF の業績向上に対する意

識の向上を目的としています。 

人材パイプライン開発戦略 

資産運用会社（MLP）では、中長期の事業計画に合わせて、「どの部署に」、「いつ頃」、

「どのような人材」が必要なのか採用計画を策定し適切な時期に適切な人材を配置できる

体制を整えています。 

リクルーターの人材プールを最大限活用するため、今後の採用計画を常時リクルーターに共

有することで適した人材を集め、必要な人材が採用しやすい体制を整えています。 
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地域社会・テナントへの取組み 

地域社会貢献への取り組み 

1. 災害対応及び建物の安全性 

資産運用会社（MLP）では、平時における建物の安全性の維持に努めるとともに、災

害発生時の被害拡大の未然防止及び災害発生時の早期復旧を図るための取り組み

を推進しています。 

① 建物の安全性・地震リスク診断 

JLF 及び MLP では、物件の取得時にエンジニアリング・レポートを取得し、建物の遵法

性、安全性を診断しています。また、震災による倒壊リスクを定量的に分析するとともに、

震災時の液状化や津波について、各行政機関が公表している「液状化予想図」等を

参照し、リスクの想定を行ったうえで取得の判断を行っています。 

また、保有物件についても定期的に継続エンジニアリング・レポートを取得し、建物の安

全性の維持に努めています。 

② 災害等からの復旧力（レジリエンス）への取り組み 

MLP では、事業継続計画を制定し、災害発生時の被害拡大を未然に防止するととも

に、災害発生時における事業継続の確保と通常業務体制への早期復旧を図るため、

必要な社内体制を確立しています。併せて、災害発生時に迅速に保有物件の状況を

確認するため、プロパティ・マネージャーを含めた連絡・確認体制を整備しています。その

他、一部物件において、停電時に使用できる自家発電設備の設置や、自家発電及び

井水を利用し災害時でも使用できるトイレの設置をしています。 

2. 地域活性化への取り組み 

① 都市の再活性化・再開発への投資 

JLF では保有物件の再開発（OBR）及びパートナー企業との協同開発を実施するこ

とで、物流事業の活性化・都市の再活性化に貢献しています。JLF の施設には生活必

需品等の商品を取り扱うテナントも入居しており、JLF が物流施設を保有することで地

域の生活インフラサービスの提供の一助になっています。また、近年ではネット通販事業

者も入居しておりより快適なサービスの提供に貢献しています。物流施設内では商品の

梱包・発送や商品物流の保管・仕分けを行っており、JLF が最新型の大型物流施設を

新設・供給することで雇用の創出等、地域経済の活性化に寄与しています。 

保有物件の再開発（OBR）として、浦安物流センターを含む５物件の実績があります。 

パートナー企業との協同開発についても複数の実績があります。 

例えば愛西物流センターは、愛知県企業庁から JLF に対し、同県内の分譲地を利用し

て街の活性化に繋げるプロポーザル方式での入札への参加について打診がありました。 

JLF においてパートナー企業と協同して新たに物流施設を開発し雇用を創出する案を

提出し、複数の提案の中から採用されました。 

その後実際にパートナー企業が愛西物流センターを建設し、これを JLF が取得し運用す

ることで、地域雇用の創出、地域経済の活性化に貢献しています。 

愛西物流センターのような未利用地やグリーンフィールドの開発の際には、環境への配慮

も行い取得後にグリーンビルディング認証の取得を検討していきます。 

 
愛西物流センター 

② 地域への生活インフラの提供 

携帯電話会社のアンテナを誘致し、地域社会の電波網整備に貢献しています。 
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③ 建物の汎用性 

JLF では建物の汎用性の高い施設を保有しています。これによって、多様なテナントが長

期に亘って継続的に利用できるようにすることで、地域活性化に貢献しています。 

例えば板橋物流センターは、交通利便性が高くオフィスニーズを吸引できる東京 23 区

内に立地していることから、テナントは主たる用途としては保管庫利用としつつも、「本社

拠点」としての事務所を備えると共に、「空きスペースでの撮影利用」も行っています。 

その他にも JLF は東京 23 区内や都心に近い物件を多く保有しており、物流施設として

の利用の他、事務所や展示スペースとしても活用可能な立地となっています。 

 
板橋物流センター 

④ 地元企業との連携による地域活性化 

JLF は地元企業との連携を図ることで保有する物件の地元地域の活性化や環境保全

活動の推進等の事業に協力しています。 

仙台港北物流センターでは、東北電力株式会社、プランツラボラトリー株式会社、株式

会社ヨークベニマル等が推進するカーボンフリー電力による植物工場事業に参画していま

す。 

植物工場はプランツラボラトリー株式会社が地元農家と共に仙台港北物流センターの

隣地で運営しており、仙台港北物流センターの屋根に設置された太陽光パネルで得ら

れた再生可能エネルギーをもとに栽培しています。22 年 4 月より野菜を株式会社ヨーク

ベニマルの店舗に出荷しています。 

https://solution-next.tohoku-epco.co.jp/news/detail/id=192 

 

 

⑤ 保有資産における環境・社会リスク・技術的評価 

JLF では、保有資産における環境・社会リスク・技術的評価を定期的に行い、リスク管

理を行うとともに環境への取り組みに関する評価を実施しています。 

具体的には、約 5 年に一度取得する建物状況評価報告書をもとに建物の長期的な

使用を可能とするための修繕計画を策定しています。また、毎期ポートフォリオ PML 値を

算定し、地震発生時の影響を評価しています。また、毎期実施している保有物件の鑑

定評価において物件へのアクセス、交通について確認し、鑑定評価額を算出しています。 

https://solution-next.tohoku-epco.co.jp/news/detail/id=192
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3. 地域コミュニティとのつながり 

① 地域貢献活動 

プロパティ・マネージャー、建物管理会社、テナントにご協力いただき、清掃活動を実施

するなど、テナントや地域の方とのコミュニケーション活性化に取り組んでいます。 

  

② 地域コミュニティの安全への貢献 

一部物件において、施設内の自動販売機に物件周辺も監視できる防犯カメラを設置し、

テナントや地域の方々への安全への貢献に取り組んでいます。 

③ 地方自治体との災害協定を通じた地域貢献 

神奈川県と「災害発生時における物資の保管等に関する協定」を、草加八潮消防組

合と「災害時等における施設等の提供協力に関する協定書」を締結し、災害協定を通

じた地域貢献に取り組んでいます。 

テナント満足度向上への取組み 

1. テナント満足度調査の実施 

テナントの皆様にご要望やご意見を伺うべく、テナント満足度調査を実施しています。 

調査結果については、プロパティ・マネージャー、建物管理会社等と共有し、建物仕様、

設備及びサービスの向上に繋げています。 

2. 利用者の安全性・快適性・健康への配慮 

安全に建物を利用できるよう、物件取得時の遵法性の確認や取得後の定期的な ER

取得による物件の遵法性及び安全性の確認を行っています。 

また、利用する方々の働きやすい環境を整えるべく、一部物件においてカフェテリア・休憩

室や売店等を設けるほか、定期的に空気質の検査を実施し、利用する方々の健康へ

の配慮・快適性の向上を図っています。 

  

売店 カフェテリア 
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プロパティ・マネージャーとの ESG への取り組み 

物件にかかる ESG の取り組みの実施をする際には、プロパティ・マネージャーと協働して取り

組むことを依頼しています。また、プロパティ・マネージャーに対して、企業倫理、人権、労働

安全衛生などの要件を設け、要件充足についてモニタリングしています。 

 

また、外部プロパティ・マネージャーとの連携のため、各社とサステナビリティ/ESG に関する勉

強会・研修を開催するとともに、管理物件のエネルギー消費量実績や当社目標などを共有

し、その達成に向け協力して取り組んでいます。 

 

PM 会社向け ESG 勉強会実施割合（2022 年度） 

物件数 ポートフォリオ割合 

52 100.0% 

 

PM 会社へのエネルギー使用量等の報告割合（2022 年度） 

物件数 ポートフォリオ割合 

52 100.0% 

 



 

53 

コーポレートガバナンス 
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投資法人の機構 
日本ロジスティクスファンド投資法人（JLF）の執行役員は１名以上、監督役員は 2 名以上（ただし、執行役員の数に 1 を加えた数以上とします。）とされています。 

JLF の機関は投資主により構成される投資主総会に加えて、執行役員 1 名、監督役員 4 名、執行役員及び監督役員を構成員とする役員会並びに会計監査人により構成されています。

現在の構成についてはこちらをご参照ください。 

 

機関の内容 

1. 投資主総会 

投信法又は規約により定められる JLF に関する一定の事項は、投資主により構成され

る投資主総会にて決定されます。投資主総会の決議は、法令又は規約に別段の定め

がある場合を除き、出席した投資主の議決権の過半数をもって行いますが、規約の変

更等、投信法第 93 条の 2 第 2 項に定める決議は、発行済投資口の過半数の投資

口を有する投資主が出席し、出席した当該投資主の議決権の 3 分の 2 以上にあたる

多数をもって行われます（特別決議）。投資主総会は原則として 2 年に 1 回以上開

催されます。 

2. 執行役員、監督役員及び役員会 

執行役員は、JLF の業務を執行するとともに、JLF を代表して JLF の営業に関する一切

の裁判上又は裁判外の行為を行う権限を有しています。 

監督役員は、執行役員の業務の執行を監督する権限を有しています。 

役員会は、投資主総会の招集その他投信法に定められた一定の職務執行の承認権

限を有するほか、投信法及び規約に定める権限並びに執行役員の職務執行を監督す

る権限を有しています。役員会の決議は、法令又は規約に別段の定めがある場合を除

き、議決に加わることのできる構成員の過半数が出席し、その過半数をもって行います。 

 

<役員の選定基準> 

① JLF の役員の状況（2023 年 7 月 31 日現在） 

役職名 氏名 選任理由 
2023 年 1 月期
役員会出席状況 

執行役員 亀岡 直弘
（*1） 

アセットマネジメントに関する知識と経験

等を踏まえた幅広い見地から経営を行

うことが期待されること。 

7 回／7 回 

（100％） 

監督役員 荒木 俊馬 法律の専門家としての知識と経験等を

踏まえた幅広い見地から経営の監督を

行うことが期待されること。 

2 回／2 回 

（100％） 

監督役員 菊池 由美子
（*2） 

不動産の専門家としての知識と経験等

を踏まえた幅広い見地から経営の監督

を行うことが期待されること。 

6 回／7 回 

（85.7％） 

監督役員 大山 剛 リスク管理の専門家としての知識と経験

等を踏まえた幅広い見地から経営の監

督を行うことが期待されること。 

7 回／7 回 

（100％） 

監督役員 大井 素美 会計及び税務の専門家としての知識と

経験等を踏まえた幅広い見地から経営

の監督を行うことが期待されること。 

7 回／7 回 

（100％） 

監督役員 鴨下 香苗 法律の専門家としての知識と経験等を

踏まえた幅広い見地から経営の監督を

行うことが期待されること。 

5 回／5 回 

（100％） 

*1 亀岡直弘は 2023 年 7 月 31 日付で執行役員を辞任しました。そのため 2022 年 10 月 20

日開催の投資主総会において補欠執行役員に選任された関口亮太が 2023 年 8 月 1 日付

で新たに執行役員に就任しています。執行役員及び監督役員は上記記載以外の他の法人の

役員である場合がありますが、いずれも JLF と利害関係はありません。 

*2 旧姓かつ職業上使用している氏名を記載していますが、戸籍上の氏名は石田由美子です。 

*3 2022 年 10 月 20 日開催の投資主総会において、監督役員に菊池由美子、大山剛及び大

https://8967.jp/ja/about/profile.html
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井素美が再任されるとともに、新たに鴨下香苗が選任され、同日就任しました。前監督役員の

荒木俊馬は同日をもって退任しました。 

 

<役員構成に関するジェンダーダイバーシティ> 

現在の女性役員比率 60% 

<役員等に関する事項> 

2023 年１月期における執行役員、監督役員報酬は以下のとおりです。 

役職名 氏名又は名称 
2023年1月期の役職毎の 

報酬の総額（千円） 

執行役員 亀岡 直弘 - 

監督役員 荒木 俊馬 900 

監督役員 菊池 由美子 1,800 

監督役員 大山 剛 1,800 

監督役員 大井 素美 1,800 

監督役員 鴨下 香苗 1,200 

3. 会計監査人 

会計監査人は、JLF の計算書類等の監査を行うとともに、執行役員の職務執行に関し

て不正行為又は法令若しくは規約に違反する重大な事実があることを発見した場合に

おける監督役員への報告その他法令で定める業務を行います。 

<会計監査人> 

会計監査人 継続監査期間 

EY 新日本 

有限責任監査法人 
2005 年 2 月から現在まで 

 

 

<会計監査人報酬> 

 2023 年 1 月期（千円） 

監査証明業務に基づく報酬 12,500 
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内部管理体制 

内部管理及び監督役員による監督の組織、人員及び手続 

執行役員は原則月に一回の頻度で役員会を開催し、法令で定められた承認事項に加え、

JLF の運営及び JLF の資産運用会社である三井物産ロジスティクス・パートナーズ株式会

社（MLP）の業務遂行状況の詳細な報告を行います。この報告手続を通じ、MLP 又は

その利害関係者から独立した地位にある監督役員は的確に情報を入手し、執行役員の業

務遂行状況を監視できる体制を維持しています。 

 

JLF は、資産運用委託契約上、MLＰから各種報告を受ける権利及び MLP の帳簿その

他の資料の調査を行う権利を有しており、かかる権利の行使により MLP の業務執行状況

を監視できる体制を維持しています。また、JLF は内部者取引管理規程を定めて、役員に

よるインサイダー取引等の未然防止に努めています。 

内部管理、監督役員による監督及び会計監査人との相互連携 

各監督役員は、限られた員数で組織的・効率的な監督を実施することにより監査の実効

性の確保を図るために、各監督役員の経験・知識を踏まえ専門的見地から監督を行いま

す。 

会計監査人は、JLF の計算書類等の監査を行うとともに、執行役員の職務執行に関して

不正行為又は法令若しくは規約に違反する重大な事実があることを発見した場合における

監督役員への報告その他法令に定める業務を行い、監督役員との相互連携を図っていま

す。 

投資法人による関係法人に対する管理体制の整備の状況 

JLF の執行役員は MLP の取締役を兼務し、日常的に一般事務受託者等の業務執行状

況に係る報告を受け、役員会において監督役員に対し各関係法人の業務執行状況の報

告を行うとともに、必要に応じて各関係法人の内部管理、内部統制状況等をヒアリングし、

業務執行状況を管理する体制を整えています。 
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コンプライアンス・リスクマネジメント体制 

コンプライアンスに関する取り組み 

法令順守のための態勢および取組み 

資産運用会社（MLP）は、以下を実施することで問題の未然防止に努めています。 

 法令等遵守を実現するための具体的な手引書として「コンプライアンス・マニュアル」を 

策定 

 法令等遵守を実現するための具体的な実践計画として「コンプライアンス・プログラム」を

策定 

 利益相反取引の防止、反社会的勢力との関係遮断などコンプライアンスに関する主要

なリスクを管理するための社内規程を整備 

 年に１度リスク管理・評価・対策の見直しの実施 

 年に 1 度の内部監査の実施 

 内部通報制度の導入 

 定期的な研修等により全役職員にコンプライアンスについて周知徹底 

※ コンプライアンス研修は MLP の全役職員（正社員に限らず、契約社員も含みます。）を 

対象に実施しています。 

コンプライアンス推進体制 

MLP では、以下の体制によりコンプライアンスを実現しています。 

機関 主な役割 

取締役会 

取締役会は、当社における法令等遵守（コンプライアンス）の

徹底を経営上の最重要事項とし、法令等遵守（コンプライアン

ス）態勢の整備を監督・統括しています。 

内部管理委員会 

コンプライアンス・オフィサーの招集により、原則として毎月 1 回定

期的に開催しており、法令等遵守（コンプライアンス）に関する

重要事項の審議及び取締役会への意見上申を行っています。 

コンプライアンス・オフィサー 

業務全般についての法令等遵守状況ならびに社内規程・規則

の制定・改廃およびその遵守状況のチェック機関として、コンプラ

イアンス・オフィサーを設置しています。 

リスクマネジメント体制 

MLP において、「リスク管理規程」を定めており、取締役会がリスク管理方針の策定、適切

なリスク管理体制の整備を統括します。 

MLP の内部監査室長を統括者、部長を各部のリスク管理の責任者とし、年に一度担当業

務に係る運用リスク・財務リスク・事務リスク・システムリスク等のすべての業務に関わる様々

なリスクを洗い出すとともに、各リスクの内容に合わせた適正なレベルのモニタリングを行います。 

さらに内部監査室長は、各部部長と連携しながら、必要な対応の確認やリスク管理プロセ

スの有効性の見直しを行い、リスク管理状況を各部毎に年に一度 MLP の取締役会に報告

しており、取締役会による監督体制を整えています。 

利益相反対策ルール 

MLP は、JLF に MLP の利害関係者と運用資産の取得等の取引を行わせる場合のルール

を以下のとおり定めています。 

1. 基本原則 

MLP は、利害関係者の利益を図るため JLF の利益を害することとなる取引を行わせて

はなりません。 
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2. 利害関係者の範囲 

利害関係者 該当例* 

（イ）投信法第 201 条

第 1 項に規定される利害

関係人等 

• 三井物産株式会社 

• 三井物産アセットマネジメント・ホールディングス株式会社 

• 三井物産・イデラパートナーズ株式会社 

• 三井物産株式会社の子会社 

• 三井住友信託銀行株式会社 

など 

（ロ）MLP の発行済株式

の 100 分の 5 以上を保有

している株主 

• 三井物産アセットマネジメント・ホールディングス株式会社

（投信法上の利害関係人等） 

• 三井住友信託銀行株式会社 

（投信法上の利害関係人等） 

• ケネディクス株式会社 

（ハ）上記（ロ）に該当

する者の議決権の 50%超

を保有する法人 

• 三井物産株式会社 

• 三井住友トラスト・ホールディングス株式会社 

など 

（ニ）上記（ロ）又は

（ハ）に該当する者が、 

直接又は間接に議決権の

50%超を保有する法人 

• 三井住友信託銀行株式会社の子会社 

• ケネディクス株式会社の子会社 

など 

（ホ）上記（イ）又は

（ロ）に該当する者が 

過半の出資、匿名組合 

出資又は優先出資を行っ

ている特別目的会社 

• 有限会社インダストリアル・リート・ファイブ 

など 

（ヘ）上記（イ）又は

（ロ）に該当する者が 

アセットマネジメント業務を

受託している法人 

三井物産株式会社の子会社がアセットマネジメント業務を 

受託している特別目的会社 

など 

*該当例の一部を示したものであり、全てを示すものではありません。 

3. 対象となる取引 

取引 取引条件 

（イ）運用資産の取得 

（不動産及び不動産信託 

受益権、その他の資産） 

不動産等については、MLPから独立した不動産鑑定士に

よる鑑定評価額（開発物件については価格調査の金

額）以下の金額で取得することとします。 

（ロ）運用資産の売却 

（不動産及び不動産信託 

受益権、その他の資産） 

不動産等については、MLPから独立した不動産鑑定士に

よる鑑定評価額（開発物件については価格調査の金

額）以上の金額で売却することとします。 

（ハ）運用資産の賃貸 第三者作成のマーケットデータ等に基づき、市場相場等を

勘案した適正な賃貸条件により賃貸するものとします。 

（ニ）プロパティ・マネジメント

業務の委託 

複数の業者からの見積を取得の上、役務提供の内容及

び業務量を勘案した合理的な委託条件により委託するも

のとします。 

（ホ）売買及び賃貸の媒介 宅地建物取引業法に規定する報酬の範囲内（信託受

益権の場合はその目的となっている宅地又は建物を基準

とします。）として、売買価格又は契約賃料、業務の難

易度等を判断の上、合理的な金額を報酬として支払うも

のとします。 

（ヘ）工事の発注 複数の業者からの見積を取得の上、工事の難易度、工

事期間等を勘案した合理的な契約条件により発注する

ものとします。 

（ト）匿名組合出資持分等

への投資 

合理性・妥当性のある条件により匿名組合出資持分等

への投資を行うものとします。 

（チ）その他の取引 取引条件は公平性・妥当性のある条件でなければなりま

せん。 
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4. 利害関係者との取引における意思決定フロー 

（イ） MLP は、JLF をして、MLP の利害関係者との間で上記③記載の取引を行う場合

には、その取引条件が上記③に記載する取引条件規制の範囲内であることを確

認しなければならず、下記（ロ）a.及び b.に定める軽微な取引の場合を除いて、

内部管理委員会の審議、及び取締役会の承認を得ることとされています。なお、

各部署は利害関係者との取引の検討を行う場合、取引の種類に応じ、所定の

書類を取締役会に提出するものとします。 

（ロ） 内部管理委員会の審議、及び取締役会の承認を得ることを要しない軽微な取

引とは、下記 a.及び b.に定める取引とします。 

a. 有価証券の取得若しくは譲渡、有価証券の貸借、不動産の取得若しくは譲

渡又は不動産の貸借に係る取引の場合 

投信法施行規則第 245 条の２に定める取引であり、かつ、１件あたりの契

約金額が５千万円を下回る取引 

b. 前号に定める取引以外の取引の場合 

１件あたりの契約金額が５千万円を下回る取引 

（ハ）利害関係者との取引を行う場合において、当該取引が以下に定める取引に該当

する場合には、上記（イ）及び（ロ）に基づく取締役会の承認を得た後、利害

関係者との取引の実施前に役員会の承認と、これに基づく JLF の同意を得ること

とします。 

a. 有価証券の取得又は譲渡 

b. 有価証券の貸借 

c. 不動産の取得又は譲渡 

d. 不動産の貸借 

（ニ）上記（ハ）に係らず、以下の取引においては役員会の承認と、これに基づく JLF

の同意は必要としません。 

投信法施行規則第 245 条の２に定める取引 
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企業行動 

企業行動 

反社会的勢力との関係遮断 

資産運用会社（MLP）は、反社会的勢力との一切の関係遮断について、諸規程（「反

社会的勢力に対する基本方針」、「役職員行動規範」、「法令等遵守管理規則」、「取引

先事前確認等取扱要領」）の制定等態勢の整備を行っており、全役職員に対しては、研

修等を通じて、反社会的勢力との関係遮断の周知徹底を実施しています。 

贈収賄と不正・腐敗防止関する方針 

MLP において、役職員行動規範を策定し、役職員の法令等の遵守、ハラスメントの禁止、

利益相反が生じる恐れのある行為の禁止、インサイダー取引の禁止、贈収賄の禁止、違反

行為発見時の報告等を規定し、また、法令等遵守を実現するための具体的な手引書であ

る「コンプライアンス・マニュアル」を定め、不正の防止に努めています。 

違反行為等発見時の具体的な手続きについては、法令等遵守管理規則を定め、スポン

サーの社外報告窓口も含めて、コンプライアンス・オフィサーや社長等各種報告先を設けてお

り、必要に応じて MLP の内部管理委員会や取締役会、JLF の役員会に報告されます。 

法令等遵守に関する役職員宛の研修は定期的に実施しており、不正の防止について、周

知徹底を図っています。さらに、年に 1 度の内部監査の中で問題の未然防止に努めていま

す。 

内部通報 

法令・社内規程・行動規範その他企業倫理に反するおそれのある行為について、全ての役

職員（正社員・契約社員等を含む）を対象にコンプライアンス・オフィサーまたは内部監査

室長、部長、社長ないし監査役に報告することとしており、また、匿名での報告を希望する

役職員（全ての正社員・契約社員等）には、三井物産株式会社が設置する社外報告

窓口（弁護士等）に報告が出来るようにしています。これらの態勢により、問題の未然防

止や早期発見・是正に努めています。 

公益通報者保護法に準拠して、通報に関する秘密保持、個人情報保護、解雇や不利益

な取り扱いの禁止といった通報者の保護について「法令等遵守管理規則」で定めており、社

内への報告で報告者が氏名等の秘匿を求めたときは、氏名等の伝達を限定する等の取り

扱いとしています。 

報告の内容は、対応している関係者限りとし、報告者に対しては、報告したことをもって不利益

な取り扱いを行ってはならないとしています。 

苦情処理・紛争解決 

苦情については、MLP の諸規程（「役職員行動規範」、「法令等遵守管理規則」、「コンプライ

アンス・マニュアル」）に則り、スポンサーの社外報告窓口も含めて、コンプライアンス・オフィサーや

社長等各種報告先を設け適切に管理し、早期解決と再発防止を図ります。また、MLP が加入

する一般社団法人投資信託協会が業務委託している「特定非営利活動法人 証券・金融商

品あっせん相談センター」へのあっせんも公表しています。 

問い合わせ先等については以下のリンクをご確認ください。 

https://www.m-lp.net/inquiry/index.html 

＜コンプライアンス関連の実績＞ 

 2022 年度 

コンプライアンス研修の実施回数 6 回 

政治献金の総額 0 円 

不正・腐敗関連の摘発件数 0 件 

不正・腐敗関連の処分・解雇件数 0 件 

不正・腐敗に関する罰金、罰則、和解コスト 0 円 

＜行政処分の概要＞ 

 2022 年度 

監督官庁からの行政処分 0 件 

https://www.m-lp.net/inquiry/index.html
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資産運用会社（MLP）及び MLP の親会社のガバナンスに関する取り組み 

資産運用会社（MLP）の取り組み 

① 資産運用報酬 

1 口当たり分配金に連動する報酬等、投資主利益との連動を意識した資産運用報酬

体系を導入しています。 

報酬種別 報酬体系 

運用報酬 1 NOI に連動 

運用報酬 2 当期純利益及び 1 口当たり分配金に連動 

取得報酬 新規取得資産の取得価格に連動 

建替報酬 保有資産の再開発を行った際の工事金額に連動 

② 役職員の人事評価（投資家とのセイムボートを意識した報酬体系） 

 JLF の運用状況に連動する報酬体系 

JLF の運用状況に連動する経営指標を設定し、達成度や貢献度に応じて MLP 役

職員（正社員に限らず、契約社員も含みます。）の人事評価を実施し報酬に反

映しています。 

 サステナビリティ関連インセンティブ 

MLP 役職員（正社員に限らず、契約社員も含みます。）の業績評価において、 

サステナビリティ・パフォーマンスの成果を報酬に反映しています。 

③ インセンティブプラン 

JLF の運用状況に関する経営指標を設定し、達成度に応じたインセンティブ賞与を役

職員に支給しています。 

④ 投資口累積投資制度（「累投」） 

MLP の従業員（正社員に限らず、契約社員も含みます。）及び役員が証券会社の

累積投資制度を利用して JLF の投資口を取得できる制度を設けています。従業員等

の福利厚生及び中長期的な財産形成のサポート、JLF の業績向上に対する意識の向

上を目的としています。 

資産運用会社（MLP）の親会社の取り組み 

MLP の親会社である三井物産アセットマネジメント・ホールディングス株式会社（JLF のスポ

ンサーである三井物産株式会社の 100％子会社）は JLF の投資口を一定数保有してい

ます。 
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情報開示 

情報開示・報告 

1. 投資家とのエンゲージメント 

基本方針 

JLF は、常に投資者の視点に立った迅速、正確かつ公平な情報開示を適切に行うことを基

本方針とし、MLP には、当該方針に則った適切な情報開示を行うことを要請しています。 

MLP においては、東京証券取引所において適時開示事項として定める資産運用会社及び

その運用資産等に関する事由が生じた場合、遅滞なく JLF に連絡するとともに、適時開示

に必要十分な資料を作成し、提供することとしています。また、MLP 社内において、情報開

示に係る業務は財務企画部が所管することとしており、前述の組織図に記載された各部門

は、開示が必要とされる資産運用、経理、コンプライアンス等に係る重要な情報すべてにつ

いて判明次第直ちに財務企画部宛報告することにより、情報開示の所管部である財務企

画部への情報の集約と一元的な管理が行われることになっています。財務企画部において

は、これらについて適時開示の要否、時期等を速やかに検討し、必要に応じてリーガルチェッ

クの上、更に詳細な検討が必要な事案については開示委員会を開催した上で検討し、開

示が必要と判断するものについては取締役社長の承認を得て開示します。 

JLF は、MLP による情報開示に係るこれらの体制を通じて、迅速、正確かつ公平な情報開

示を確保する体制となっています。 

2. IR についての具体的取り組み 

（ア）アナリスト・機関投資家向け IR 

 決算期毎に MLP の代表取締役社長による説明会を開催しています。 

 決算発表後、国内外の機関投資家との個別ミーティングを実施しています。 

（イ）個人投資家向け IR 

 証券会社主催の個人投資家向け説明会や、各種 IR イベントへの積極的な参

加を行っています。 

 投資主向けの決算説明会や、投資主総会開催後の運用状況報告会等を実

施しています。 

（ウ）IR 資料のウェブサイトへの掲載 

 JLF のウェブサイトに有価証券報告書、決算短信、プレスリリースなどの IR 資料

を掲載しています。 

 JLF のウェブサイト https://8967.jp/ 

（エ）開示委員会の設置 

 法定開示及び適時開示に関する原則・基本方針の策定及び社内体制の整備

を行っています。 

 緊急性の高い IR 上の重要案件の検討及び対策の策定を行っています。 

3. サステナビリティレポートの報告範囲・期間、更新時期 

報告範囲：日本ロジスティクスファンド投資法人（JLF）及び三井物産ロジスティクス・

パートナーズ株式会社（MLP） 

期間：毎年 4 月から翌年 3 月までの 1 年間 

更新時期：原則、毎年 7 月または 8 月 

参考にしたガイドライン： 

JLF は、ESG に係る方針及び取り組みの報告にあたり、GRI（Global Reporting 

Initiative）が発行する GRI スタンダードを参照しています。 

ESG に関する問い合わせ窓口： 

ESG に関するお問い合わせは、以下のお問い合わせ先までお願いします。 

資産運用会社 三井物産ロジスティクス・パートナーズ株式会社 

E-Mail アドレス jlf_ir@m-lp.net 

 

https://8967.jp/
mailto:jlf_ir@m-lp.net
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グリーンファイナンス 
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グリーンファイナンス 

グリーンファイナンスとは、環境分野への取組みに特化した資金を調達するための債券（グリーンボンド）や借入金（グリーンローン）を指します。原則として、国際資本市場協会が定める

「グリーンボンド原則」等に則って調達されます。 

日本ロジスティクスファンド投資法人（JLF）は、グリーンファイナンスによる資金調達を通じ、サステナビリティに関する取組みをより一層推進するとともに、ESG 投資に関心を持つ投資家層の

拡大を通じた資金調達基盤の強化を目指します。 

1. グリーンファイナンス・フレームワーク 

JLF は、グリーンファイナンス（グリーンボンド及びグリーンローンをいいます。以下同じです。）

実施のために、「グリーンボンド原則（Green Bond Principles）2018 年版」（*1）、「グ

リーンボンドガイドライン 2020 年版」（*2）、「グリーンローン原則（Green Loan 

Principles）2020 年版」（*3）及び「グリーンローン及びサステナビリティ・リンク・ローンガイド

ライン 2020 年版」（*4）に即したグリーンファイナンス・フレームワークを策定しました。 

JLF では、「グリーンボンド原則」が定める４要件（①調達資金の使途、②プロジェクトの選

定基準とプロセス、③資金管理の方法、④レポーティング）に適合するグリーンファイナンス・

フレームワークを策定しています。 

 

また、JLF はグリーンファイナンス・フレームワークに対する第三者評価として株式会社日本格

付研究所（以下「JCR」といいます。）より「JCR グリーンファイナンス・フレームワーク評価」
（*5）の最上位評価である「Green1（F）」を取得しています。「JCR グリーンファイナンス・

フレームワーク評価」の内容等については、以下の JCR のウェブサイトをご参照ください。 

JCR グリーンファイナンス・フレームワーク評価：ttps://www.jcr.co.jp/greenfinance/ 

なお、グリーンファイナンス・フレームワークに係る第三者評価を取得するに当たって、環境省

の 2020 年度グリーンボンド発行促進体制整備支援事業（*6）の補助金交付対象となる

ことについて、発行支援者である JCR は、一般社団法人グリーンファイナンス推進機構より

交付決定通知を受領しています。 
 

*1 「グリーンボンド原則（Green Bond Principles）2018 年版」とは、国際資本市場協会（ICMA）が事務局機能を担う民間

団体であるグリーンボンド原則執行委員会（Green Bond Principles Executive Committee）により策定されているグリーン

ボンドの発行に係るガイドラインをいいます。 

*2 「グリーンボンドガイドライン 2020 年版」とは、上記（注 1）のグリーンボンド原則との整合性に配慮しつつ、市場関係者の実務担

当者がグリーンボンドに関する具体的対応を検討する際に参考とし得る、具体的対応の例や我が国の特性に即した解釈を示すこと

で、グリーンボンドを国内でさらに普及させることを目的に、環境省が 2017 年３月に策定・公表し、2020 年 3 月に改訂したガイド

ラインをいいます。 

*3 「グリーンローン原則（Green Loan Principles）2020 年版」とは、ローン市場協会（LMA）、アジア太平洋地域ローン市場協

会（APLMA）及びローンシンジケーション＆トレーディング協会（LSTA）により策定された環境分野に使途を限定する融資のガイ

ドラインをいいます。 

*4 「グリーンローン及びサステナビリティ・リンク・ローンガイドライン 2020 年版」とは、環境省が 2020 年 3 月に策定・公表したガイドライ

ンをいいます。同ガイドラインでは、グリーンローンについてグリーンローン原則との整合性に配慮しつつ、グリーンローンを国内でさらに普

及させることを目的として、借り手、貸し手その他の関係機関の実務担当者がグリーンローンに関する具体的対応を検討する際に参

考とし得る、具体的対応の例や我が国の特性に即した解釈が示されています。 

*5 「JCR グリーンファイナンス・フレームワーク評価」とは、ICMA が策定したグリーンボンド原則、LMA 及び APLMA が策定したグリーン

ローン原則並びに環境省が策定したグリーンボンドガイドライン及びグリーンローン及びサステナビリティ・リンク・ローンガイドラインを受け

た発行体又は借入人のグリーンボンド発行又はグリーンローン借入方針（グリーンファイナンス方針）に対する第三者評価をいいま

す。当該評価においては発行体又は借入人のグリーンファイナンス方針に記載のプロジェクト分類がグリーンプロジェクトに該当するかを

審査し、調達資金の使途（グリーンプロジェクトへの充当割合）を評価する「グリーン性評価」及び発行体又は借入人の管理・運営

体制及び透明性について評価する「管理・運営・透明性評価」を行い、これら評価の総合評価として「JCR グリーンファイナンス・フ

レームワーク評価」が決定されます。なお、「JCR グリーンファイナンス・フレームワーク評価」は、個別の債券又は借入に関する評価と区

別するため、評価記号の末尾に（F）をつけて表示されます。 

*6 「グリーンボンド発行促進体制整備支援事業」とは、グリーンボンド等を発行しようとする企業や地方公共団体等に対して、外部レ

ビューの付与、グリーンボンド等フレームワーク整備のコンサルティング等により支援を行う登録発行支援者に対して、その支援に要する

費用を補助する事業です。対象となるグリーンボンド等の要件は、グリーンボンドの場合は調達した資金の全てが、サステナビリティボン

ドの場合は調達した資金の 50％以上がグリーンプロジェクトに充当されるものであって、かつ発行時点において以下の全てを満たすも

のとなります。 

（i）グリーンボンド等の発行時点で以下のいずれかに該当すること 

a．主に国内の脱炭素化に資する事業（再エネ、省エネ等） 

・ 調達資金額の半分以上又は事業件数の半分以上が国内の脱炭素化事業であるもの 

b．脱炭素化効果及び地域活性化効果が高い事業 

・ 脱炭素化効果：国内の CO2 削減量 1 トン当たりの補助金額が一定以下であるもの 

・ 地域活性化効果：地方公共団体が定める条例・計画等において地域活性化に資するものとされる事業、地方公

共団体等からの出資が見込まれる事業等 

（ii）グリーンボンド等フレームワークがグリーンボンドガイドラインに準拠することについて、発行までの間に外部レビュー機関により確

認されること 

（iii）いわゆる「グリーンウォッシュ債券（実際は環境改善効果がない、又は調達資金が適正に環境事業に充当されていないに

もかかわらず、グリーンボンド等と称する債券）」ではないこと 
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I. 調達資金の使途 

① グリーンファイナンスにより調達した資金の使途 

グリーンファイナンスにより調達した資金は、以下のグリーン適格資産の取得資金もしくは

改修工事等の実施又はそれらに要した借入金（グリーンローンを含む）もしくは投資法

人債（グリーンボンドを含む）の返済・償還資金に充当される予定です。 

② 適格クライテリア 

グリーンファイナンスの投資対象となる、グリーン適格資産及び改修工事の適格クライテリ

アは、以下のとおりです。 

＜グリーン適格資産 適格クライテリア＞ 

グリーン適格資産の適格クライテリアは、以下の（i）又は（ii）の条件を満たすものをい

います。 

(i) グリーンビルディング 

以下の第三者認証機関による認証（以下「グリーンビルディング認証」といいま

す。）のいずれかをグリーンボンドの払込日、グリーンローン実行日又は本フレーム

ワークに基づくレポーティング日において有効な認証を取得済み又は今後取得予定

の資産 

① DBJ Green Building 認証における 3 つ星～5 つ星 

② CASBEE 建築（新築）における B+ランク～S ランク 

③ CASBEE 不動産における B+ランク～S ランク 

④ BELS 認証における 3 つ星～5 つ星 

⑤ LEED 認証における Silver ランク～Platinum ランク 

⑥ 前述の認証以外の第三者認証の内、評価レベルが同水準の評価 

(ii) 省エネルギー性能 

ERR 値で 30％以上である物件 

 

 

＜改修工事 適格クライテリア＞ 

改修工事の適格クライテリアは、グリーンボンドの払込日もしくはグリーンローンの実行日か

ら過去 36 か月以内に完了した又は今後完了予定の、JLF の保有資産に係る、以下の

いずれかの基準を満たすことを目的とする改修工事をいいます。 

 グリーンビルディング認証のいずれかにおいて、星の数又はランクの 1 段階以上の改善 

 CO2 排出量、エネルギー消費量、又は水の使用量のいずれかを 30%以上削減 

 その他環境面において有益な改善を目的としたもの（従来比 30%以上の使用量

もしくは排出量の削減効果が見込まれるもの） 

 再生可能エネルギーに関連する設備の導入又は取得 

II. プロジェクトの選定基準とプロセス 

MLP の財務企画部の担当者が適格クライテリアを満たすプロジェクトを選定し、 

最終決定は MLP の代表取締役社長が行います。 

III. 資金管理の方法 

① グリーンファイナンスで調達した資金は、グリーン適格資産の支払に充当されるため財務

企画部が社内システムにて追跡管理を実施します。 

② 決算期毎にグリーンファイナンス残高の合計額が、グリーン適格負債上限額（適格クラ

イテリアを満たす資産合計額×総資産 LTV）を超えないことを確認します。 

IV. レポーティング 

JLF は、グリーンボンド発行あるいはグリーンローン借入時点で未充当資金がある場合、充

当計画を開示します。資金使途の対象となる資産を償還・返済期間までに売却した場合

は、ポートフォリオ管理にて残高管理をしていることを説明したうえで、グリーンファイナンス残

高及びグリーン適格負債上限額を開示します。 

また、その他、大きな状況の変化があった場合にも、JLF のウェブサイト上にて開示予定です。

なお、対応するグリーンファイナンスの残高がゼロになるまで年次で開示します。 
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さらに、以下の項目を年 1 回、JLF のウェブサイトで開示します。 

⚫ 取得資産の環境認証数・種類 

⚫ 具体的な使用量 

 エネルギー使用量 

 温室効果ガス（CO2）排出量 

 水使用量 

 廃棄物総重量 

⚫ 改修工事の場合 

改修工事の内容、対象物件名に加え、改修工事前後の以下の何れかの定量的 

指標 

 環境認証の取得状況（取得認証の種類、認証水準） 

 再生可能エネルギー発電量及び発電による推定温室効果ガス（CO2）削減量 

 エネルギー使用量、温室効果ガス（CO2）排出量、又は水使用量 

 

 

2. 資金充当状況 

（百万円） 

 調達残高 未充当額 

グリーンファイナンス 11,500 - 

うちグリーンボンド 2,000 - 

うちグリーンローン 9,500 - 

グリーン適格負債上限額 
（適格クライテリアを満たす資産合計額×総資産 LTV） 

104,933  

 

（参考）グリーン適格負債上限額 

 
2023 年 7 月 31 日時点 

※ただし総資産 LTV は 2023 年 1 月 31 日時点 
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3. グリーンボンドの発行状況 

 
発行額（百万円） 利率（％） 発行年月日 償還期限 摘要 資金充当対象 

第 7 回無担保投資法人債 

（特定投資法人債間限定同順位特約付） 

（グリーンボンド） 

2,000 0.490% 
2021 年 

4 月 26 日 

2031 年 

4 月 25 日 
無担保／無保証 

横浜町田 

物流センター 

合計 2,000      

 

4. グリーンローンの借入状況 

借入先 
借入残高 

（百万円） 
調達金利 
（％） 

借入日 返済期限 摘要 資金充当対象 

農林中央金庫（グリーンローン） 1,000 0.43% 2021 年 8 月 31 日 2029 年 8 月 31 日 無担保／無保証 草加物流センター 

日本生命保険（グリーンローン） 2,000 0.32% 2021 年 8 月 31 日 2027 年 1 月 31 日 無担保／無保証 横浜町田物流センター 

日本生命保険（グリーンローン） 1,000 0.68% 2022 年 8 月 31 日 2030 年 8 月 31 日 無担保/無保証 辰巳物流センター 

東京海上日動火災保険（グリーンローン） 2,000 0.41% 2022 年 8 月 31 日 2027 年 2 月 28 日 無担保/無保証 横浜町田物流センター 

SBI 新生銀行（グリーンローン） 1,000 0.82% 2022 年 9 月 30 日 2030 年 9 月 30 日 無担保/無保証 新木場物流センターⅡ 

農林中央金庫（グリーンローン） 1,000 0.82% 2022 年 11 月 30 日 2030 年 5 月 31 日 無担保/無保証 横浜福浦物流センター 他 

日本生命保険（グリーンローン） 500 1.13% 2023 年 2 月 28 日 2032 年 8 月 31 日 無担保/無保証 柏物流センター 

農林中央金庫（グリーンローン） 1,000 1.18% 2023 年 2 月 28 日 2032 年 2 月 29 日 無担保/無保証 柏物流センター 

合計 9,500      

 

https://8967.jp/ja/portfolio/detail.html?id=0030
https://8967.jp/ja/portfolio/detail.html?id=0046
https://8967.jp/ja/portfolio/detail.html?id=0045
https://8967.jp/ja/portfolio/detail.html?id=0012
https://8967.jp/ja/portfolio/detail.html?id=0031
https://8967.jp/ja/portfolio/detail.html?id=0031
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5. 保有するグリーン適格資産（*1）（*2）

グリーン適格資産 
取得価格 

（百万円） 

適格クライテリア 

CASBEE BELS 

M-2  
浦安物流センター 

8,745 A 
（CASBEE 建築 （新築）） 

★★★★★ 
ZEB Ready 

M-4  
新木場物流センター 

2,454 A  

M-5  
浦安千鳥物流センター 

6,000 A  

M-6  
船橋西浦物流センター 

5,700 A 
★★★★★ 
ZEB Ready 

M-9  
習志野物流センター 

1,690 A  

M-11  
八千代物流センター 

7,892 S 
★★★★★ 
ZEB Ready 

M-12  
横浜福浦物流センター 

9,800 A  

M-13  
八千代物流センターⅡ 

5,300 A 
★★★★★ 
ZEB Ready 

M-14  
浦安千鳥物流センターⅡ 

1,640 B+  

M-15  
市川物流センター 

4,550  ★★★★★ 

M-17  
習志野物流センターⅡ 

7,875 A 
★★★★★ 
ZEB Ready 

M-18  
市川物流センターⅡ 

17,415 A  

M-19  
草加物流センター 

14,440 A 
★★★★★ 
ZEB Ready 

M-20  
辰巳物流センター 

9,000 B+  

グリーン適格資産 
取得価格 

（百万円） 

適格クライテリア 

CASBEE BELS 

M-21  
柏物流センター 

3,725 A 
★★★★★ 
ZEB Ready 

M-22  
武蔵村山物流センター 

8,650 A 
★★★★★ 
ZEB Ready 

M-24  
新子安物流センター 

9,696 A  

M-25  
三郷物流センター 

3,873 A  

M-26  
相模原物流センター 

8,032 A  

M-27  
千葉北物流センター 

1,459 A 
★★★★★ 
ZEB Ready 

M-28  
千葉北物流センターⅡ 

4,608 A  

M-29  
浦安千鳥物流センターⅢ 

1,053 A  

M-30  
座間物流センター 

1,728  ★★★★★ 
ZEB Ready 

M-31  
新木場物流センターⅡ 

15,270 A  

M-32  
横浜町田物流センター 

25,452 A  

M-34  
白井物流センター 

3,875 A 
★★★★★ 
ZEB Ready 

M-35  
戸田物流センター 

2,052 A  

M-36  
市川物流センターⅢ 

3,850 B+  
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グリーン適格資産 
取得価格 

（百万円） 

適格クライテリア 

CASBEE BELS 

M-37  
藤沢物流センター 

4,305 S  

M-38  
羽生物流センター 

1,705 A  

M-39  
埼玉騎西物流センター 

4,010 A  

M-40  
加須物流センター 

3,790 A  

M-41  
久喜物流センター 

8,577  ★★★★★ 
『ZEB』 

M-42  
板橋物流センター 

4,105 A  

T-3  
清須物流センター 

3,010 A  

T-5  
小牧物流センター 

2,100 B+  

T-6  
小牧物流センターⅡ 

1,800 B+ 
★★★★★ 
ZEB Ready 

T-7  
福岡箱崎ふ頭物流センター 

2,797 A ★★★★★ 

T-9  
福岡香椎浜物流センター 

2,750 A  

T-10  
春日井物流センター 

3,500 A  

T-12  
愛西物流センター 

2,510  ★★★★★ 
ZEB Ready 

 

適格資産合計額 240,786 

*1 グリーン適格資産については、2023 年 7 月 31 日時点で保有している資産を記載しています。 

*2 金額については、百万円未満を切り捨てて記載しています。 


